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要旨 

本研究では富山市のコンパクトシティ政策について商業活性化の観点から評価を行う。
富山市のコンパクトシティ政策の特徴は、「お団子と串」といわれるように、局所的に生
活拠点を集約しながら、公共交通網により都心地区と接続するという点にある。その具
体的な政策として、中心市街地活性化政策と公共交通沿線居住推進事業に着目する。こ
れらの政策の特徴は、指定された対象区域内で事業を行うという実施プロセスにある。
本研究では、政策の対象区域に設定される前から立地していた小売事業所に対して、事
後的な区域指定による効果をマッチング推定により評価する。分析の結果、もともと対
象区域内に立地していた小売事業所に対しては十分な商業活性化の効果をもたらしてい
るとは言えないことが明らかになった。  

 
JEL classification: R10, R11, R12 
Keywords: コンパクトシティ，中心市街地活性化，立地適正化計画，マッチング推定，

メッシュ統計データ 
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1. はじめに 
 日本の地方都市は，モータリゼーションの進展により郊外に住宅や商業施設，医療・福祉施設

などが移転し，人口密度が大幅に低下している．今後，人口減少が現実のものになると，これら

の都市では都市機能を維持・確保することが困難になると予想される．この問題に対処するため，

国は「中心市街地活性化法（1998 年）」，「都市計画法（1998 年）」，「大店立地法（2000 年）」に

よる「まちづくり三法」を打ち出した．2006 年には「まちづくり三法」が改正され，少子高齢化

や人口減少を見据えたコンパクトシティ形成への方向性が示された（内閣府，2012，2016）１． 

富山市は国内でいち早くコンパクトシティ政策に取り組んできており，政策評価に適した都市

である．人口集中地区の人口密度が県庁所在地都市の中で最低の富山市は，幸いにも鉄道や路面

電車が残っていたため，これらの公共交通の沿線に都市機能を集積させる拠点集中型のコンパク

トなまちづくりを先んじて取り組んできた．実際に，2007 年 2 月に「中心市街地活性化基本計画」

が国から最初に認定された．したがって，富山市は「中心市街地活性化基本計画」が認定されて

から 10 年以上が経過している．また，国際的にも OECD からメルボルン，バンクーバー，パリ，

ポートランドと並んでコンパクトシティ政策を進める先進都市の 1 つとして富山市の取り組みが

紹介されている（OECD，2012）． 

コンパクトなまちづくりを目指す富山市を一躍有名にしたのは，2006 年に開業した路面電車

「富山ライトレール」であろう．その後も，富山市では国からの助成を受けながら，JR 高山本線

の増発，沿線のフィーダーバスや乗り合いタクシーの運行などを通じて公共交通の利便性向上に

努めてきた．2009 年には富山駅の南側を走る路面電車の環状線が開業し，2014 年には北陸新幹

線が開業に伴い新幹線の高架下に路面電車が乗り入れ，駅構内に新たな停留場が整備された．そ

して，2020 年春には富山駅の北側と南側の路面電車の接続が計画されている． 

富山市が都市機能を誘導しようと試みている区域は中心市街地の都心地区と郊外の地域拠点と

なる居住推進区域である．後者は公共交通沿線居住推進事業として 2007 年 10 月より実施されて

おり，鉄軌道の駅から半径 500ｍ以内の範囲，もしくは運行頻度の高いバス路線のバス停から半

径 300ｍ以内の範囲で補助金が支給され，住民や事業者の住宅，ビル，宅地の建築・整備を促進

しようとしている．また，都心地区では，大規模小売店の出店手続きの緩和，社会資本整備総合

交付金を用いた再開発事業によって，大型商業施設，美術館，図書館，映画館，ホテルなどが次々

と建設されている．さらに，商業施設が不足する地域拠点においては，商業施設を新規出店する
 

１ 日本においてコンパクトシティ政策に至るまでの経緯を補論 A で簡単に整理している． 
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事業者へ施設整備にかかる費用の一部を補助金で支援している． 

富山市では中心市街地活性化基本計画の効果を測る目標指標として，路面電車 1 日平均乗車人

数，中心市街地の居住人口の社会増加，中心商業地区の歩行者通行量を挙げている．各指標とも

目標値が設定され，計画期間中の時系列の数値を比較し，目標値を上回ったかどうかを検討して

いる．富山市（2017）のフォローアップに関する報告によると，最初の 2 つの指標は目標値を大

きく上回ったが，最後の 1 つの指標については目標値を大きく下回った．大きく下回った理由と

しては，商店街活動の低下や店舗構成の偏りが取り上げられている．これと関連して，目標指標

ではないが，中心市街地における小売業の実態についても言及しており，小売年間商品販売額の

減少傾向が続いていることが報告されている． 

富山市の 3 つの目標指標と小売年間商品販売額は相互依存関係にあると考えらえる．本研究は，

「商業統計調査」（経済産業省）と「経済センサス‐活動調査」（総務省・経済産業省）の調査票

情報を利用して，中心市街地活性化基本計画および公共交通沿線居住推進事業の対象区域に立地

する既存の小売事業所の年間商品販売額等のアウトカム変数を改善させたのかどうかを，因果推

論を用いて実証的に検証し，政策評価に貢献しようとするものである ２． 

実証分析では，両政策の対象区域に立地する既存の小売事業所を処置群としたマッチング推定

により政策評価を行う．都心地区の対照群は，富山市同様の問題を抱えながら約 10 年遅れて中心

市街地活性化基本計画が認定された地方都市の中心市街地活性化政策の対象区域に立地する事業

所群を候補とし，その中で事業所属性が類似している事業所を統計的マッチングによって設定す

る．公共交通沿線居住推進地区の事業所の対照群は，中心市街地活性化基本計画は富山市同様に

認定されているが，公共交通沿線居住推進地区を設定していない北陸地方の地方都市の事業所群

を候補とし，その中で事業所属性が類似している事業所を統計的マッチングによって設定する．

この一連の作業によって，政策実施後の処置群と対照群の差が生じた場合は政策介入によるもの

だという因果推論を行う．  

本研究で取り組む課題は，都市経済学の既存研究における place-based policy の実証研究と関係

している(例えば，Glaeser and Gottlieb, 2008, Neumark and Simpson, 2015a, 2015b, Austin et al., 

2018, Duranton and Venables, 2018)．Place-based policy は，地理的な区域指定という性質を持ち，

指定された区域内において政策が実施される ３．世界的には，米国の Empowerment Zone(Busso et 

 
２ 金本・藤原(2016, p318)によると，「中心市街地活性化政策に関するまとまった経済評価はいまだに存在しない」，
「現在打たれている政策についても，これからどういう効果を発現するかを見ることが最初の課題である」と述
べられている．本研究はこのような問題に対して事業所ミクロデータを用いて取り組んだ研究である． 
３ Busso et al. (2013) において，place-based policy の概念ついてよく整理されている．また先行研究を見ると，
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al, 2013, Hanson and Rohlin, 2013)，フランスのUrban Enterprise Zone(Givord et al., 2013, Mayer 

et al, 2017)，中国の経済特区(Lu et al., 2019)の政策評価が行われている ４．日本の中心市街地活

性化政策においても事前に事業を行う対象区域が指定される． 

区域指定されるという特徴を持つ place-bade policy の評価が難しい点は，単純に地理単位の変

数を用いた差の差分析によって正しく政策が評価できない点にある．理由は対象区域内の企業構

成が時間を通じて変化しているためであり，どのような企業が参入・退出したのか，どの企業が

政策前後で存続しているのかまで把握できなければ政策効果を適切に評価できないことにある．

なお上記の先行研究に共通する点として，place-based policy は参入企業を通じた効果が大きく，

既存立地企業に対する効果は見られない，もしくは小さい傾向にあることが指摘されている．こ

のように対象区域を指定した場合には，事業所毎に効果が異なっているということが最近の研究

から明らかになってきている． 

近年 place-based policy が評価できるようになってきた背景には，ジオコーディング（アドレス

マッチング）の技術発展がある．本研究においても，ジオコーディングにより中心市街地活性化

政策の対象区域に立地している小売事業所を特定することで，これまで事業所レベルのミクロデ

ータによる政策評価が不可能であった問題を解決している．また本研究では特に存続小売事業所

に着目することで政策前後の効果を計測しており，対象区域内にいる事業所を処置群としたマッ

チング推定により評価を行っている．仮に政策を行っていなかった場合の対照群の候補の設定で

も，事業所属性だけでなく立地情報を含めることでより精度の高い政策評価を行っている． 

分析の結果として，もともと対象区域内に立地していた小売事業所に対しては十分な商業活性

化の効果をもたらしているとは言えないことが明らかになっている．この結果は先行研究の傾向

とも似ており，事後的に対象区域が設定され事業を実施しても，もとから立地している小売事業

所に対して十分な政策効果が与えられない可能性を示唆している．コンパクトシティ政策ではま

ちづくりという視点から包括的な議論が必要であることに留意する必要があるものの，そのうち

の商業活性化についてより有効な政策形成に向けた議論が必要であると考えられる ５． 

 
place-based policy は，spatially targeted policy という言い方もされている(Hanson and Rohlin, 2013, Einiö and 
Overman, 2016)． 
４ 他にも，Ahlfeldt et al (2017)，Faggio (2019)を参照． 
５ 富山市のコンパクトシティ政策の評価として，公共交通整備も考えられる．今後，特に公共交通整備による経
済活性化や居住促進の効果を評価していくことは重要である．海外の既存研究において公共交通やライトレール
開業の影響を分析した研究がある．例えば，Schuetz (2015)はカリフォルニア州 4 都市の駅の新設が周辺小売業に
与える影響を分析している．Credit (2018)はアリゾナ州フェニックス市のライトレール開業が新規開業に与えた
影響を検証している．Canales et al. (2019)はノースカロライナ州シャーロット市のライトレール開業により雇用
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 本稿の構成は，以下の通りである．第 2 節において，富山市のコンパクトシティ政策の概要と

マッチング推定における処置群と対照群について整理する．第 3 節では，マッチング推定と差の

差推定による因果推論について解説する．第 4 節では小売事業所および地理データについて説明

する．第 5 節では，分析結果について述べる．第 6 節では，結論をまとめる． 

2. 富山市のコンパクトシティ政策の評価 

2.1. 富山市の中心市街地活性化基本計画の対象区域と処置群・対照群 

コンパクトシティがまちづくりに反映されるきっかけになった中心市街地活性化政策について

議論する．中心市街地活性化政策の最も特徴的な側面は，中心市街地の地理的な範囲を事前に設

定する必要があるという点である．この対象区域内において市街地活性化事業を行うことになり，

対象区域内で様々な事業が行われる結果，区域内の事業所に対して正の波及効果が期待される ６． 

また基本計画では 3 つ程度の目標とそれに該当する具体的な目標指標を設定することになる．

富山市は現在第 3 期の中心市街地活性化基本計画を実施しているが（富山市, 2018），これまでの

目標と目標指標を表 1 に示している． 

【表 1】 

富山市では第 1 期より継続して，中心商業地区における歩行者通行量を目標指標に設定してい

る．まちなかのにぎわい指標として，歩行者通行量を目標指標に設定している自治体も多いが，

経済産業省(2018b)にある行政事業レビュー「公開プロセス」における「地域・まちなか商業活性

化支援事業」の議事録によると，歩行者通行量と商業活性化について評価方法を改善すべきとい

う意見が出されている．本研究はこのような批判に応えられるように商業活性化に焦点を当てデ

ータ分析を行っていることに大きな意義がある ７． 
 

機会が増加したのかを検証している． 
６ 第 1 期計画では 27 事業を掲げており，公共交通の利便性の向上が 5 件，賑わい拠点の創出が 13 件，まちなか
居住の推進が 9 件という内訳になっている．第 2 期計画では 66 事業を掲げており，公共交通の利便性の向上が
15 件，まちなか居住の推進が 7 件，質の高い都市空間の整備が 9 件，環境に配慮したまちづくりが 4 件，健康で
文化的な生活基盤整備が 8 件，地域総合力の強化が 8 件，賑わいの創出が 14 件という内訳になっている（富山市，
2018）．また会計検査院(2018）によると，富山市の総事業費は，第 1 期計画が 447.15 億円，第 2 期計画が 744.25
億円となっている．なお 2016 年度末まで基本計画が終了した 109 市 118 計画と比較すると，総事業費が 500 億
円以上の計画は 6 計画（石巻市第 2 期計画，富山市第 2 期計画，静岡市（静岡地区）第 1 期計画，北九州市（小
倉地区）第 1 期計画，熊本市（熊本地区）第 1，2 期計画）とされている． 
７ 中心市街地活性化基本計画の中では商業活性化について議論しているものの，目標指標としては歩行者通行量
の観測にとどまっている自治体は多い．また公開プロセスの資料において「景気変動等，バックグラウンドの影
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中心市街地活性化基本計画では対象区域を設定し，その区域内で様々な活性化につながる事業

を行う．事業実施の影響として，中心市街地への居住者の増加，中心市街地を訪れる人々の増加

を通じて，商業活動の活性化が期待される．本研究ではこの波及効果が起こっていたのかどうか

を検証することを意図している． 

富山市における中心市街地活性化基本計画の対象区域は図 1 の赤色区域で示されている．この

対象区域は JR 富山駅や中心商店街を含む地区であり，マッチング推定による政策評価を行う際に

は，この対象区域に立地している小売事業所が政策の影響を最も受けると仮定し，政策効果の処

置群として設定する． 

【図 1】 

注意する点は，対象区域の境界は事業を行う範囲であって，その事業の波及効果の地理的範囲

は対象区域内に限定されるわけではないことである．したがって，対象区域の境界を利用するア

プローチはここでは適切ではなく，比較対象となる類似区域を探し，事業所単位で統計的なマッ

チングを行うことで政策効果の有無を評価するアプローチを取る． 

本分析における対照群は 2 段階で設定される．第 1 段階目は，地理的な条件である．政策効果

を検証するため，中心市街地活性化政策が行われていないが，中心市街地活性化政策の対象区域

と同様の状況に直面し，政策実施の可能性が高い区域を探すことになる．第 2 段階目は，1 段階

目に設定した区域内に立地している事業所について，事業所属性の観点から類似する事業所をマ

ッチングすることである． 

第 1 段階の対象区域の候補区域を探す方法として，政策実施の時間ラグを利用する．まず中心

市街地が直面する問題は地方共通であり，2006 年改正法時点で潜在的には多くの自治体が認定を

受けられる可能性はあったと考えられる．富山市の中心市街地活性化基本計画の認定は 2007 年 2

月であり，当時において中心市街地活性化基本計画を策定し認定を受けそうな候補を考える．本

研究では，表 2 に示される 2015 年以降に中心市街地活性化基本計画の認定を受けた 20 市を潜在

的な対照群として，各認定市が基本計画で設定した対象区域内の事業所を対照群として設定する．

第 2 段階として，対照群の事業所について事業所の属性情報を利用して処置群とのマッチングを

行う． 

【表 2】 

 
響を排除した，事業の真の効果を検証するため，支援を受けた主体だけでなく，支援を受けなかった主体のデー
タも取得し，比較検証できるようにすべき」(経済産業省, 2018b, 論点シート p. 7)という意見が出されており，本
研究ではマッチング推定を用いることで対処している． 
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2.2. 公共交通沿線居住推進補助対象地区と処置群・対照群 

富山市のコンパクトシティ政策は，2008 年 3 月に策定された「富山市都市マスタープラン」に

おいて整理されている．「お団子と串」として例えられるように，富山市のコンパクトシティ政策

の特徴は，中心市街地活性化基本計画に関する都心地区にのみ居住推進を進めるだけではなく，

対象区域外への居住に対しても補助を行っている点にある．「お団子」とは居住や経済活動が集約

された区域であり，「串」とはお団子をつなぐ公共交通網を意味する．「お団子」に関する政策と

して，都心地区への居住推進政策として「まちなか居住促進」は 2005 年 7 月より施行され，都

心地区へのアクセスに利便性のある郊外地区への居住推進政策として「公共交通沿線居住推進事

業」は 2007 年 10 月より施行されている． 

公共交通沿線居住推進補助対象地区は，商業活性化というよりは居住区域を集約するために設

定されている．図 1 で示されるように，その地理的範囲は都心地区を中心として，市内の主要な

公共交通沿線に設定されている． 

本研究では，居住推進補助対象地区の内部に立地する事業所を処置群とした分析を行う．この

分析の意図は，国土交通省の立地適正化計画の事前の政策評価という考え方に基づく．現在，地

方自治体は国土交通省による立地適正化計画の策定を既に終えているか，もしくは現在行ってい

る段階にあるが，立地適正化計画には富山市の居住推進補助対象地区の考え方が反映されている． 

本研究では，富山市の公共交通沿線居住推進事業を評価することで，立地適正化計画において

居住推進区域が設定されたとき，その区域内にもともと立地している小売事業所が正の波及効果

を受けられるのかどうかという仮説を検証していることを意味する． 

対照群の設定としては，２段階から構成される．第１段階として，中心市街地活性化政策を行

っているが公共交通沿線居住推進補助対象地区を設定していない市を選択する．第２段階として，

事業所属性の類似性を基準として統計的なマッチングアプローチにより対照群を設定する． 

第１段階目の地理範囲として，図 2 で示すように，地域的属性が近い北陸４県（新潟県，富山

県，石川県，福井県）の中心市街地活性化基本計画の認定を受けている市の対象区域外に設定す

る．その際に注意することは，対象区域外であるため，必ずしも中心市街地周辺の事業所とマッ

チするとは限らないという点である． そこで事業所の立地点を中心に半径 3km 内の居住人口と

従業者数を変数として追加したマッチングを行う．  

【図 2】 
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2.3. 富山市における経済地理 

 中心市街地活性化政策および公共交通沿線居住推進事業の対象地区を基準に，富山市内の商業

活動の地理的関係について 2014 年商業統計調査（経済産業省）の 500ｍメッシュ統計データを用

いて整理しておく． 

図 3 は，富山市内の小売事業所の地理分布を示している．中心市街地活性化政策の対象区域お

よび居住推進事業対象地区を中心に小売業が立地していることがわかる．図 4 は，富山市内の 1

事業所当たりの平均売場面積が大きい地区を表している．この図から，大規模小売店舗のおおよ

その地理分布を知ることができる．都心地区よりも比較的郊外の公共交通沿線居住推進事業対象

地区の周辺において売場面積の大きな事業所が立地していることがわかる ８．図 5 において，1

事業所当たり年間小売販売額の地理分布を示している．図 4 と相関が高く，売場面積が大きい商

業施設において年間小売業販売額も大きい傾向があることがわかる． 

【図 3–5】 

次に居住人口の地理的な分布について整理する．図 6 は，2015 年国勢調査（総務省）の 500m

メッシュ統計データに基づき，富山市内の人口の地理分布を可視化している．都心地区や公共交

通沿線居住推進事業対象地区に多くの居住者が集まっていることがわかる． 

図 7 は，2005 年から 2015 年の 500ｍメッシュ単位での人口増加率を国勢調査のデータを用い

て地図上に可視化している．都心地区の中でも人口が増加している地区と減少している地区が混

在していることが特徴である．なお富山市 (2018, p. 40)の中心市街地の居住人口の社会増加を見

ると，「まちなか居住推進」を施行した 2005 年以降，居住人口の社会増が起こっていることが示

されている．公共交通沿線居住推進事業対象地区を見ると，ある地区では周辺メッシュも含めて

人口増加が見られる一方で，人口増加が見られない地区もあることがわかる ９． 

【図 6–7】 

3.  マッチング推定 
本研究では，対象地区に立地する事業所を対象に，処置群に関する平均処置効果（Average 

 
８ 公共交通沿線居住推進地区の内部だけでなく、対象区域の境界外側にも売場面積の大きな事業所が立地してい
る地区が一部にある．このような場所は主に幹線道路沿いに該当している． 
９ 商業統計調査（経済産業省）の調査票情報を用いた年間商品販売額と集積の経済の実証分析について補論 B で
議論している． 
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Treatment Effects on the Treated; ATET）として政策効果を評価する．ここでの処置効果とは，

対象区域内に事業所がもとから立地しているという条件のもとで事後的に区域が設定された場合

に政策の波及効果を受けていたのかどうかである １０．政策効果の識別方法として，マッチング推

定と差の差分析を合わせたアプローチを採用する． 

政策の介入があった年を𝑡𝑡年とし，𝑇𝑇𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡 = 1は市町村𝑚𝑚における事業所𝑖𝑖が処置を受けた場合，

𝑇𝑇𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡 = 0は市町村𝑚𝑚における事業所𝑖𝑖が処置を受けなかった場合を表す．本分析では市町村𝑚𝑚は富

山市を意味する．このとき，ATET は以下のように推定することになる． 

𝛿𝛿1 = E�∆𝑌𝑌𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡+𝑠𝑠(1)− ∆𝑌𝑌𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡+𝑠𝑠(0)|𝑇𝑇𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡 = 1,𝑿𝑿𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡−1 � 

ここで，∆𝑌𝑌𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡+𝑠𝑠(1)と∆𝑌𝑌𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡+𝑠𝑠(0)は，それぞれ事業所𝑖𝑖のアウトカム変数に関する政策実施から𝑠𝑠年

後との階差であり，∆𝑌𝑌𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡+𝑠𝑠(1) = 𝑌𝑌𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡+𝑠𝑠(1)− 𝑌𝑌𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡−1(1)および∆𝑌𝑌𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡+𝑠𝑠(0) = 𝑌𝑌𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡+𝑠𝑠(0)− 𝑌𝑌𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡−1(0)

とする．つまり同一事業所内での政策実施前後の階差を意味する．また𝑿𝑿𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡−1は政策実施前の市

町村𝑚𝑚における事業所𝑖𝑖の属性を表す． 

上記の式を整理すると以下のように表すことができる． 

𝛿𝛿1 = E�∆𝑌𝑌𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡+𝑠𝑠(1)|𝑇𝑇𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡 = 1,𝑿𝑿𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡−1� − E�∆𝑌𝑌𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡+𝑠𝑠(0)|𝑇𝑇𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡 = 1,𝑿𝑿𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡−1� 

右辺第 2 項は，処置群に対して，仮に処置を受けていなかった場合の平均的なアウトカム変数の

階差を表しており，直接観測することはできない．したがって，Rubin (1977)において示された

ように，右辺第 2 項を統計的な仮定の下でマッチング推定により計測する．第２節で述べたよう

に，マッチング推定では，処置を受けなかった群から本来処置を受ける確率が高い事業所とマッ

チングすることで対照群を選出し，政策の処置がなかった場合の階差を推定する．  

 サンプル内の ATET は，以下のように推定される． 

𝛿̂𝛿1 =
1
𝑁𝑁1

��∆𝑌𝑌𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡+𝑠𝑠(1)− ∆𝑌𝑌�𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡+𝑠𝑠(0)�
𝑖𝑖∈ℐ1

 

ここで，𝑁𝑁1は処置群のサンプルサイズ，ℐ1は処置群の集合であり，∆𝑌𝑌�𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡+𝑠𝑠(0)は以下のように表さ

 
１０ 政策によって対象区域へ参入する事業所が増えたのかという政策効果の検証は今後の課題である．この場合は
観測単位が事業所ではなく地理単位となるため，富山市に焦点を当てた場合はサンプルが 1 つになってしまう．
このような状況では通常のマッチング推定では検証ができない．このような処置群が 1 つである状況に対応する
方法として，Abadie et al. (2010)による synthetic control method という分析方法を適用することで政策効果の検
証が考えられる． 



 
10 

 

れる． 

∆𝑌𝑌�𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡+𝑠𝑠(0) = �𝑊𝑊𝑖𝑖𝑖𝑖 ⋅ ∆𝑌𝑌𝑗𝑗,𝑡𝑡+𝑠𝑠(0)
𝑗𝑗∈ℐ0

 

ここで，ℐ0は対照群の集合を表す．右辺において∆𝑌𝑌𝑗𝑗,𝑡𝑡+𝑠𝑠(0)は市町村のインデックスが含まれてい

ないのは，その他の市町村における事業所𝑗𝑗であることを意味している．また𝑊𝑊𝑖𝑖𝑖𝑖は，市町村𝑚𝑚の

事業所𝑖𝑖とその他の市町村の事業所𝑗𝑗のマッチングとそのペアに対する重みを意味している．どの

ようなマッチングアルゴリズムを用いるのかによって重みは異なってくる． 本研究では，ベース

ラインとして 1 対 1 の最近傍マッチングを利用するので，この場合の重みは 1 となる．頑健性チ

ェックとして，1 対 2 マッチングの最近傍マッチングを行っており，この場合の重みは 0.5 とな

る． 

本研究では，マハラノビス距離を用いたマッチングを行う．傾向スコアマッチングでは，事業

所属性を表す変数のベクトルから傾向スコアというスカラーに集約することで，傾向スコアの近

い事業所同士をマッチングする．一方で，マハラノビス距離に基づくマッチングでは，以下のよ

うに，変数ベクトルとして距離を定義する． 

�𝒙𝒙𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡−1 − 𝒙𝒙𝑗𝑗,,𝑡𝑡−1�𝑺𝑺 = ��𝒙𝒙𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡−1 − 𝒙𝒙𝑗𝑗,𝑡𝑡−1�
′𝑺𝑺−1�𝒙𝒙𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡−1 − 𝒙𝒙𝑗𝑗,𝑡𝑡−1� 

ここで，𝒙𝒙𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑡𝑡−1は事業所属性の変数の𝑝𝑝 × 1の列ベクトルは，𝑺𝑺は𝑝𝑝 × 𝑝𝑝の対称な正定値行列を表す．

マハラノビス距離では変数ベクトルの共分散行列を𝑺𝑺として用いる １１．事業所属性の変数は，政

策実施前の状態のみに基づくため，𝑡𝑡 − 1となっていることに注意する． 

 今回の分析ではマッチングを行うことで政策実施以前に類似していた事業所群を対照群とする．

属性が類似しているので，何も政策がなければ同じトレンドを示すと考える．政策介入があった

場合，もし両者のトレンドに違いが生じたならば，それは政策の有無が原因だという因果推論を

行う．政策実施から時間が経つほど政策以外の別要因がどちらか一方に介在する可能性があるこ

 
１１ マハラノビス距離に基づくマッチング推定では，共変量に連続変数が含まれる場合，サンプルサイズが大きく

なってもバイアスが生じることが Abadie and Imbens (2006)によって指摘されており，Abadie and Imbens (2011)

ではバイアス修正の方法も提案されている．本研究では，バイアス修正としてマッチングに用いた変数を含めた

推定方法を取っている．Stata 15.1 の teffects nnmatch を用いて推定を行っているが，biasadj()というオプション

によりマッチング推定で用いた共変量でバイアス修正を行っている．マハラノビス距離に基づくマッチング推定

の詳細は Abadie et al (2004)にも記述がある． 
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とに注意する必要はあるが，本研究では，政策実施から 5 年後，7 年後，9 年後(𝑠𝑠 =  5, 7, 9)と長

期的な政策の影響を検証することを試みる １２． 

4. データ 

4.1. 商業統計調査 

商業統計調査（経済産業省）および経済センサス‐活動調査（総務省・経済産業省）の卸売業・

小売業の事業所の調査票情報を用いて，パネルデータを構築する．調査票情報の利用年次は，商

業統計調査が 2004 年，2007 年，2014 年，経済センサス‐活動調査は 2012 年，2016 年である．

両調査票情報は相互に接続できるようになっており，前回調査の事業所番号が含まれているため

存続事業所に関するパネルデータを作成可能である １３．  

富山市の第 1 期中心市街地活性化基本計画の認定が 2007 年 2 月 8 日，公共交通沿線居住推進

事業の実施が 2007 年 10 月であり， 2007 年以前を政策実施前の期間とし，2007 年以降から政策

効果が反映されていると考える．アウトカム変数について，2007 年から 2012 年，2014 年，2016

年までの変化率を用いる．第 1 期中心市街地活性化基本計画は 2012 年 3 月に終了するため，2007

年から 2012 年までの変化率はおおよそ第 1 期と対応する．第 2 期中心市街地活性化基本計画は

2012 年 4 月から 2017 年 3 月まで行われ，2007 年から 2016 年までの変化率は第 1 期から第 2 期

にかけての長期的な政策効果として検証している． 

アウトカム変数は，年間商品販売額（年間小売販売額と年間卸売販売額の合計値），売場面積，

従業者数，売場面積当たり年間商品販売額，従業者一人当たり年間商品販売額の 5 つの変数であ

る．分析では小売業に格付けされる事業所のみに限定しているが，卸売販売を含む年間商品販売

額を分析では用いている．ただし，その他の収入額（修理料，飲食部門収入額，仲介手数料，サ

 
１２ 自然実験のように処置群と対照群を無作為に割り付けできる状況では，政策実施前に平行トレンドの仮定が成

立しているのかデータから検証する必要がある．一方で，今回のマッチング推定では，平行トレンドの仮定が成

立するように統計的マッチングによって対照群を選択するという考え方に基づいている． 
１３ 商業統計調査は，商業（卸売業，小売業）を営む事業所を対象にした経済産業省管轄の統計調査である．調査

対象は，全国の卸売業，小売業の産業分類に属する全事業所である．調査結果より，全国の卸売・小売業の事業

所数は，2007 年では 1,472,658 事業所（うち卸売業が 334,799 事業所，小売業が 1,137,859 事業所），2014 年で

は 1,407,235 事業所（うち卸売業が 382,354 事業所，小売業が 1,024,881 事業所）となっている．本研究では全国

の事業所のうち小売業に格付けされ，本研究のマッチング推定で用いるアウトカム変数および事業所属性の変数

に関する調査票の項目に回答している事業所が分析対象となる． 

(経済産業省，商業統計，https://www.meti.go.jp/statistics/tyo/syougyo/index.html，2019 年 8 月 20 日確認) 



 
12 

 

ービス業収入額，製造業出荷額等）は含まれてない．年間商品販売額は 2015 年基準消費者物価指

数（持家の帰属家賃を除く総合指数，総務省統計局）の年平均を用いて基準化している．マッチ

ングは，政策実施前の 2004 年と 2007 年の事業所属性に基づいて行う．2004 年と 2007 年の両時

点の情報として，年間商品販売額，売場面積，従業者数，女性従業者割合，正社員割合を含めて

いる．2007 年時点のみの情報として，駐車場の有無，駐車台数，電子商取引割合，フランチャイ

ズ・チェーンの加盟の有無ダミー，大規模小売店舗ダミー，立地環境特性ダミーを含めている．

なお，異常値に対する処理として，上記のアウトカム変数及びマッチングに用いる共変量の成長

率について上位・下位 1%を除去している． 

4.2. メッシュ統計データに基づく周辺立地変数の作成 

 公共交通沿線居住推進事業の分析では，事業所単位の属性をマッチングするだけでなく，周辺

環境についても考慮する必要がある．森川 (2014)が指摘するように，小売業を含むサービス産業

全般において周辺の人口密度の影響が大きく，長期的な売上成長にも影響を与える可能性がある

ため，マッチングでは周辺立地環境を考慮する必要がある．  

 本研究では，事業所の立地点から周辺 3km の経済状況を考慮し，居住人口と従業者数を用いる．

居住人口は国勢調査の第３次メッシュに基づくメッシュ統計データを利用している．国勢調査の

利用年次は，2000 年，2005 年，2010 年，2015 年であり，その間の期間は線形補間によって各年

の人口を推計している １４． 

従業者数は事業所・企業統計調査，経済センサス‐基礎調査，経済センサス‐活動調査の第３

次メッシュに基づくメッシュ統計データを利用している．利用年次は，2001 年，2006 年，2009

年，2012 年，2014 年，2016 年であり，その間の期間は線形補間によって各年の従業者数を推計

している １５． 

図 8 では，富山県庁が含まれるメッシュの重心を中心に半径 3km の円を描いている．もしこの

メッシュ内に事業所が立地している場合，赤色区域内の居住人口と従業者数の総数を周辺立地環

 
１４ 2015 年から 2016 年の線形補間は 2010 年から 2015 年の伸び率を延長して計算している． 
１５ 2016 年経済センサス‐活動調査のメッシュ統計データは，2019 年 8 月 20 日時点では公表されておらず，調

査票情報の事業所の住所から ArcGIS の街区レベルのジオコーディングを行うことで緯度・経度を取得し，独自に

第３次メッシュ単位での集計を行っている．上記のジオコーディングは全てオフライン環境で実行可能である．

住所ジオコーディングが街区レベルで行われていない場合は，事業所・企業統計調査，経済センサス‐基礎調査

および経済センサス‐活動調査のシェープファイルに基づいて，ポリゴンの重心の緯度・経度を与えることで対

処している． 
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境の変数として使用する．全ての事業所に対して，立地情報からジオコーディングを用いて緯度・

経度を調べ，対応するメッシュコードを取得している．  

【図 8】 

4.3. 地理情報システムを用いた対象区域の把握 

 事業所の位置情報としてジオコーディングにより緯度・経度を調べ，さらに地理情報システム

を用いることで事業所がどのメッシュに含まれるのかを調べることができる．本研究では富山市

について独自に 50ｍメッシュのシェープファイル（世界測地系，緯度経度にもとづく地理座標系）

を作成し，富山市の中心市街地活性化基本計画の対象区域と公共交通沿線居住推進補助対象地区

の情報を該当するメッシュに追加している． 

 富山市以外の中心市街地活性化基本計画の認定市については，e-Stat（総務省統計局）から入手

できる 2010 年国勢調査の町丁・字単位のシェープファイルに基づいて同様のシェープファイル作

成をしている １６． 

5. 分析結果 

5.1. 中心市街地活性化政策の検証結果 

マッチング推定による都心区域における存続事業所に対する政策の波及効果の検証結果を表 3

に示している １７．左段に処置群の事業所属性と最も近い事業所属性との 1-to-1 マッチング，頑

健性チェックとして，右段に最も近い事業所属性の上位２番目までとの 1-to-2 マッチングの結果

を表している．  

表 3 では，年間商品販売額，売場面積，従業者数，売場面積当たり年間商品販売額，従業者一

人当たり年間商品販売額の増加率の 5 つの変数について，富山市が 2007 年に中心市街地活性化

基本計画の認定を受けてから５年後，７年後，９年後の効果を計測している． 

年間商品販売額の増加率の両群の平均値の差を見ると，統計的に 10%水準でみても有意ではな

い．生産要素として売場面積と雇用がどう変化していたのかを検証しているが，売場面積につい

ては有意な拡大は見られず，雇用については 9 年後の 2016 年において統計的に 1%水準で有意に

 
１６ 町丁字単位となるため，一部の市については厳密には区域がずれる箇所が存在するが，厳密な境界を識別して

いる訳ではないので，分析上の大きな問題になるとは考えていない． 
１７ マッチング推定のバランステストについては補論 C，D に掲載している． 
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なっている．資本生産性と労働生産性の代理指標として，売場面積当たり年間商品販売額と従業

者一人当たり年間商品販売額をそれぞれ検証している．もし売上が伸びず雇用が増えている場合，

従業者一人当たり年間商品販売額は減少するはずだが，そのような予測は成り立っていない．2016

年における年間商品販売額を見ると，統計的には有意でないものの平均値の差は大きくなってお

り，年間商品販売額も正の影響があった可能性が考えられる． 

政策効果として重要な点は生産性を高められたかであるが，売場面積当たり年間商品販売額と

従業者一人当たり年間商品販売額がそれぞれ資本生産性と労働生産性に近い変数となる．結果を

見るとどちらも有意ではないことから生産性については中心市街地活性化政策の効果は見られな

いと言える． 

上記の結果の解釈として，中心市街地における商業活動は縮小傾向にあることから，政策効果

とはその縮小速度をいかに食い止めているのかという解釈になる．結果としては，中心市街地活

性化政策を通じて，特に生産性という観点から商業活動の衰退を効果的に食い止めることができ

ていたとは言えない結果である．理由として，富山市の中心市街地活性化政策では，まちなか居

住推進より対象区域内での社会純増を達成しているという結果だが，歩行者通行量は目標を達成

できていないという結果がフォローアップにて報告されている（富山市, 2017）．１つの解釈は，

事業を行ったにもかかわらず十分な人を中心市街地に引き寄せることができなかったことが要因

と考えられる．もう一つの解釈としては，居住人口の増加を通じて政策効果が一部あったかもし

れないが，郊外の大規模小売店との競争により部分的に相殺され，全体として効果がみられない

という可能性も残っている １８． 

【表 3】 

5.2. 公共交通沿線居住推進補助事業の検証結果 

富山市が行っている公共交通沿線居住推進事業のマッチング推定の結果は表 4 に示されている．

左段に処置群の事業所属性と最も近い事業所属性との 1-to-1 マッチング，頑健性チェックとして，

右段に最も近い事業所属性の上位２番目までとの 1-to-2 マッチングの結果を表している． アウ

 
１８ 2016 年に従業者と年間商品販売額に対する効果が見られるが，北陸新幹線の長野・金沢間の開業が 2015 年 3
月 14 日であるため，北陸新幹線の効果も考えられる．富山市のコンパクトシティ政策は北陸新幹線の開通も前提
に政策を計画しているため，北陸新幹線の効果も広義には富山市特有のコンパクトシティ政策の効果として考え
ることはできる．結果を解釈する際は，富山市のコンパクトシティ政策の外的妥当性について注意する必要があ
る． 
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トカム変数は，年間商品販売額，売場面積，従業者数，売場面積当たり年間商品販売額，従業者

一人当たり年間商品販売額の増加率の 5 つの変数であり，富山市が 2007 年に公共交通沿線居住

推進補助事業を実施から５年後，７年後，９年後の効果を計測している． 

この政策では将来的に人口を特定地区に集約するという意図を市民に示し補助金を通じて居住

地変更のインセンティブを与えることにある．このような政策の実施によって，指定された地区

において居住人口が上昇することが期待される．そこで対象区域が設定される前から立地してい

る事業所にとって，もし周辺の居住人口が上昇すれば年間商品販売額の上昇が見込まれる可能性

があり，そのような商業活性化効果を検証している． 

 表 4 の 1-to-1，1-to-2 マッチングの結果を見ると，どの変数も増加率が小さく統計的に有意で

ないことから，居住推進地区内にもとから存在する事業所に対して平均的に売上増加につながっ

たとは言えないと考えられる．影響がなかった理由として，図 7 で見たように，そもそも政策が

大幅な人口増加を引き起こすことにつながっていない可能性が考えられる．もし政策により人口

増加が起こっていたら政策効果が生じていたという考え方である． 

一方で，他の可能性としては，区域周辺に新たな小売事業所が参入してくることで競争にさら

され，売上が伸びないというメカニズムも考えられる １９．居住推進補助対象地区は郊外に設定さ

れており，居住人口が増加することを前提に比較的大型の店舗の出店が起こる可能性もある．こ

の場合は，競争効果が働くことにより，居住人口が増えても全ての小売事業所が平均的に恩恵を

受けられるわけではない．本論文ではこのような背後のメカニズムまで十分を明らかにできてい

ない点は今後の課題として残されていることに注意する必要がある． 

【表 4】 

6. 結論 
 本研究では，富山市のコンパクトシティ政策として中心市街地活性化政策および公共交通沿線

居住推進事業に着目し，商業活性化という観点からマッチング推定と差の差推定により政策評価

を行った．上記の政策の特徴は，あらかじめ自治体が政策の対象区域を指定する政策である．区

域を指定する意図は，新たな郊外開発を抑制し対象区域への集約を目指すこと，対象区域内への

集中を通じてまちのにぎわいを創出することにある．本研究は後者の視点から政策効果に着目し

 
１９ フランスの Urban Enterprise Zone の研究において存続企業に政策の影響が見られなかった要因として，競争
が高まったという可能性が Givord et al. (2013)においてもなされている． 
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ており，対象区域にもとから立地していた事業所に対して政策の波及効果があったのかを商業活

性化の観点から検証した． 

分析の結果，両政策ともに存続小売事業所の売上や雇用を有意に向上できたと言える十分な証

拠は得られていない．コンパクトシティ政策では，少子高齢化や人口減少に備えた総合的なまち

づくりを議論しているため包括的な議論が必要であるが，そのうち商業等の活性化については現

時点ではまだ課題の残る結果となっていることがわかった．富山市がまとめた第 2 期富山市中心

市街地活性化基本計画の最終フォローアップにおいても，「中心商店街の魅力向上や回遊性を高め

る仕組み作りによる更なる賑わいの創出のほか，富山駅の路面電車南北接続事業や駅周辺地区の

整備による回遊性の向上」（富山市，2017）が課題と認識されており，本研究のデータ分析から今

後の課題がより浮き彫りとなった． 

本研究からの政策的含意として，コンパクトシティ政策の中心である地理的な集約と商業活性

化の関係について議論する．今回の分析結果において，既存小売事業所に対して政策効果が十分

見られなかった理由の１つとして，まず政策による人の呼び込みや居住推進の効果が十分でなか

ったことが考えられる．例えば，富山市の中心市街地活性化基本計画の最終フォローアップに関

する報告おいて歩行者通行量の目標を達成できていないことが記述されており，人の呼び込みを

通じた既存小売事業所への効果につながっていなかったことが考えられる．もう一つの理由は，

新規小売事業所との競争効果によるものである．コンパクトシティ政策では集積の便益により焦

点が当てられるが，同時に店舗間の競争が激化する可能性を考慮する必要がある．第 2 節で示し

たように，居住推進区域の指定がされたとき，大規模小売店は土地取得を新たに行いやすい対象

区域外の周辺（近くの幹線道路沿い）に立地する傾向にある．この場合，対象区域内で居住人口

が増えたことによる効果があったとしても，周辺の大規模小売店との競争激化の結果として既存

小売事業所に対する政策効果が相殺されてしまう可能性がある．今回の研究で上記のような背後

のメカニズムまで十分解明できていない点は、今後の課題として残されている． 
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補論 A まちづくり三法からコンパクトシティまでの背景 
経済産業省(2018a)で整理されているように，日本における商業政策は「商業調整」という特徴

がある．中小小売店の事業機会を確保する目的で，国の規制介入により大規模小売店との商業調

整が行われてきたという経緯がある．1990 年代には，モータリゼーションの進展，大規模小売店

舗に対する規制緩和に伴い，大規模小売店舗の郊外へ出店が増加した結果，在来の駅前商店街の

衰退が指摘されるようになった．中心市街地の衰退の加速を食い止めるため，大規模小売店舗の

中心市街地への誘致も含め，地域の実情に合ったまちづくりの包括的な議論が高まっていたとい

う背景がある．そして，中心市街地活性化法（1998 年），都市計画法（1998 年），大店立地法（2000

年）から構成されるまちづくり三法が施行されることになる． 

まちづくり三法では，市街地の整備改善，商業等の活性化，そしてこれらの連携による相乗効

果を生み出すことを基本計画の策定で求めている ．しかし，まちづくり三法を制定したにもかか
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わらず，中心市街地の衰退を食い止めることはできず、また郊外開発の規制に関する制度上の問

題も指摘され，2006 年には改正まちづくり三法が施行されている． 

2006 年改正法では，中心市街地の空洞化，少子高齢化，人口減少を見据えたまちづくりの方向

性としてコンパクトシティが新たに掲げられるようになった．旧まちづくり三法における商業等

の活性化という視点だけでなく，郊外の開発を規制しながら生活拠点としての都市機能を中心市

街地へ集約することが新たに盛り込まれた．各自治体は独自のコンパクトシティについて計画を

策定しているが，最も注目を浴びた自治体がライトレールを導入した富山市である．富山市の独

自のコンパクトシティ政策は，OECD(2012)においても取り上げられている．  

また 2006 年改正まちづくり三法の特徴として，国による「選択と集中」の強化が盛り込まれた

点がある．申請手続きの中で，地方自治体が中心市街地活性化基本計画を策定し，それを内閣府

が認定するというプロセスが求められている．具体的には，市街地の整備改善、都市福利施設の

整備、まちなか居住の推進，商業の活性化等に関する事業を各自治体が策定し，内閣府から基本

計画の認定を受けることによって支援を受けられるようになる．事業実施期間は原則 5 年間にな

る．また政策立案の透明性という観点から，原則，認定を受けた基本計画は一般公開される．ま

た政策評価として，毎年の事業評価として定期フォローアップ，最終年の総括的評価として最終

フォローアップという報告書を作成する必要がある． 

以上のように，日本におけるコンパクトシティ政策に関する議論は，2006 年改正まちづくり三

法以降から始まり，現在も活発に議論が続いている．2014 年には，国土交通省による「コンパク

ト＋ネットワーク」に基づく立地適正化計画のもと，都市機能誘導区域および居住誘導区域の設

定を各自治体が策定を進めている．中心市街地活性化政策のように都市機能および居住空間を中

心市街地のみ誘導するのではなく，複数の拠点を設けて局所的に居住空間を集約させるという特

徴が近年のコンパクトシティ政策に見られる． 

補論 B 小売業における集積の経済の検証 
補論 B では，商業活性化と人口規模の関係について，集積の経済の観点から検証している．商

業統計調査（経済産業省）の調査票情報を利用し，富山市内の小売事業所が立地している地区の

局所集積が年間商品販売額にどれだけの影響があるのか計測している． 

森川(2014)，Morikawa (2011)，Combes and Gobillon (2015)で行われているように，集積の経

済の指標として人口密度や雇用密度を用いて，集積の経済が与える影響を定量的に計測すること

が行われている．ここでは，富山市内の小売事業所を対象に，以下の回帰モデルを推定すること
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で，富山市内の小売業における集積の経済の効果を定量化している． 

log(Sales𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖) = 𝛼𝛼 log(Agglomeration𝑖𝑖𝑖𝑖) + 𝑿𝑿𝑖𝑖𝑖𝑖𝜷𝜷+ 𝜙𝜙𝑠𝑠 + 𝜋𝜋𝑡𝑡 + 𝑢𝑢𝑖𝑖𝑖𝑖 

ここで，log(Sales𝑖𝑖𝑖𝑖)は事業所𝑖𝑖の𝑡𝑡年における年間商品販売額（対数値），log(Agglomeration𝑖𝑖𝑖𝑖)は

事業所𝑖𝑖の立地点の局所的な集積を表す変数の対数値である．本研究では 1km メッシュ統計デー

タを用いて，事業所の立地点から半径 3km 内の居住人口および従業者数の 2 つの変数を使用する．

説明変数𝑿𝑿𝑖𝑖𝑖𝑖には，従業者数，女性従業者割合，正社員割合，売場面積，大規模小売店舗ダミー，

立地環境特性ダミー（立地環境特性のうち市街地型商業集積地区を基準）を含む．また，𝜙𝜙𝑠𝑠が産

業中分類ダミー，𝜋𝜋𝑡𝑡が年ダミー，𝑢𝑢𝑖𝑖𝑖𝑖が誤差項である． 

 集積の経済による効果は，パラメータ𝛼𝛼の推定値によって計測される．両対数モデルであるため，

集積の経済の売上げに対する弾力性を表す．解釈としては，他の要因を一定とした場合，事業所

周辺の集積が 1%変動すると，何％売上げが変動するのかを表す． 

分析結果は表 A.1 に示している．局所集積の変数である周辺 3km 以内の居住人口および従業数

はともに統計的に 1％水準で有意であり，集積の経済の影響が示唆される．他の要因を一定とし

た場合，小売事業所の周辺 3km 内の人口規模が 2 倍異なると平均的な年間商品販売額は約 6.7%

異なるという結果を得ている．弾力性の値は，居住人口の方が大きく，製造業における生産要因

における集積の経済学とは異なり，小売業では需要要因がより強く影響すると考えられる． 

【表 B.1】 

補論 C 中心市街地活性化政策の対象区域に関するマッチング

のバランステスト 
表 3 における中心市街地活性化政策の対象区域に立地する事業所を処置群とした 1-to-1 マッチ

ングのバランステストの結果を表 C.１– C.5 に示している．表 C.１– C.5 は，アウトカム変数で

ある年間商品販売額，売場面積，従業者数，売場面積当たり年間商品販売額，従業者一人当たり

年間商品販売額の順に対応している．各表における「元データ」とは，表 2 で示している大阪府

堺市を除く 20 市における中心市街地活性化基本計画の対象区域内に立地している事業所群のデ

ータとの比較を表す．「マッチ後」とは，処置群との事業所属性の類似性に基づいてマッチングし

た後の事業所群との比較を表す． 

マハラノビス距離によるマッチングのため，変数ベクトルとしての距離が最小となる事業所で
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マッチングが行われている．ただし，個別の変数で見るとマッチ後に平均値の差が大きくなって

いる場合もあることに注意する必要がある．また分散比ついては 1 に近いほど好ましいが，マッ

チ後に処置群の分散が大きくなっている変数もあることに注意する． 

【表 C.１– C.5】 

補論 D 公共交通沿線居住推進補助対象地区に関するマッチン

グのバランステスト 
表 4 における居住推進補助対象地区に立地する事業所を処置群とした 1-to-1 マッチングのバラ

ンステストの結果を表 D.１– D.5 に示している．表 D.１– D.5 は，アウトカム変数である年間商

品販売額，売場面積，従業者数，売場面積当たり年間商品販売額，従業者一人当たり年間商品販

売額の順に対応している．各表における「元データ」とは，図 2 における北陸地方における中心

市街地活性化基本計画の認定を受けた 8 市における事業所群との比較を表す．「マッチ後」とは，

「元データ」の事業所群から処置群との事業所属性の類似性に基づくマッチングした後の事業所

群との比較を表す． 

居住推進補助対象地区におけるマッチングでは，対象群となる北陸４県の 8 市において潜在的

な区域が指定されていないことから，処置群の周辺立地に関する変数（周辺 3km 内の雇用・居住

人口）を含めたマッチングを行っている．周辺立地要因をマッチングの変数に含めることで，平

均値の差と分散比の乖離が小さくなっていることがわかる． 

【表 D.１– D.5】 
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．
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表 2 中心市街地活性化政策の対象区域となる対照群候補

市区町村コード 市区町村名 第 1期認定年月日

6209 山形県長井市 2016年 3月 15日
7202 福島県会津若松市 2015年 6月 30日
7204 福島県いわき市 2017年 3月 24日
8201 茨城県水戸市 2016年 6月 17日

11223 埼玉県蕨市 2015年 3月 27日
13205 東京都青梅市 2016年 6月 17日
13206 東京都府中市 2016年 6月 17日
21203 岐阜県高山市 2015年 3月 27日
23231 愛知県田原市 2016年 3月 15日
24203 三重県伊勢市 2016年 3月 15日
25213 滋賀県東近江市 2017年 3月 24日
27140 大阪府堺市 2015年 3月 27日
31203 鳥取県倉吉市 2015年 6月 30日
32207 島根県江津市 2015年 3月 27日
32209 島根県雲南市 2016年 11月 29日
34204 広島県三原市 2015年 11月 27日
40202 福岡県大牟田市 2017年 3月 24日
42201 長崎県長崎市 2015年 3月 27日
44208 大分県竹田市 2015年 6月 30日
45205 宮崎県小林市 2016年 3月 15日
46222 鹿児島県奄美市 2017年 3月 24日

注）中心市街地活性化基本計画の認定を 2015年以降で受けた市区町村の対象区域を対照群に設定する．2015
年 3月 27日に堺市が認定を受けているが，政令指定都市であるため対照群からは除外する．
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表 B.1 小売業における集積の経済の推定結果

従属変数：年間商品販売額（対数値）

局所集積度の変数： 局所集積度の変数

周辺 3km内の居住人口 周辺 3km内の従業者数

説明変数 (1) (2)

局所集積度（対数値） 0.093∗∗∗ 0.065∗∗∗

(0.021) (0.015)
従業者数（対数値） 1.085∗∗∗ 1.084∗∗∗

(0.018) (0.018)
女性従業者割合 −0.125∗∗∗ −0.128∗∗∗

(0.043) (0.043)
正社員割合 1.017∗∗∗ 1.017∗∗∗

(0.037) (0.037)
売場面積（対数値） 0.299∗∗∗ 0.301∗∗∗

(0.014) (0.014)
大規模小売店舗ダミー 0.169∗∗∗ 0.172∗∗∗

(0.036) (0.036)
駅周辺型商業集積地区ダミー 0.000 −0.005

(0.074) (0.074)
住宅地背景型商業集積地区ダミー −0.281∗∗∗ −0.283∗∗∗

(0.060) (0.060)
ロードサイド型商業集積ダミー 0.028 0.033

(0.056) (0.056)
オフィス街地区ダミー −0.180∗∗∗ −0.179∗∗∗

(0.059) (0.059)
住宅地区ダミー −0.082 −0.072

(0.053) (0.053)
工業地区ダミー 0.067 0.076

(0.072) (0.072)
その他地区ダミー −0.023 −0.026

(0.066) (0.067)
産業中分類（6分類）・年（2007年，2014年）ダミー Yes Yes

観測数 9,046 9,061
自由度修正済み決定係数 0.665 0.666

注）括弧内の数値は事業所単位でのクラスター頑健標準誤差を表す．表中の*，**，***は，それぞれ 10%，5%，
1%水準で統計的に有意であることを示す．2004年，2007年，2014年の商業統計調査（経済産業省）の富山市
内の小売業事業所のパネルデータを使用している．
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年
）

0.
01

1
−0
.0

26
0.

94
1

1.
30

2
−0
.0

34
−0
.0

30
0.

89
5

1.
21

7
0.

01
5

0.
02

2
0.

75
4

1.
79

8
従
業
者
数
（

20
04
年
）

−0
.0

43
−0
.0

20
0.

85
2

1.
19

8
−0
.0

62
0.

01
6

0.
86

6
1.

38
8

−0
.1

10
−0
.0

01
0.

74
2

1.
68

5
従
業
者
数
（

20
07
年
）

−0
.0

63
−0
.0

24
0.

88
0

1.
26

4
−0
.0

76
−0
.0

03
0.

85
9

1.
39

3
−0
.1

32
−0
.0

56
0.

83
8

1.
67

5
女
性
従
業
者
比
率
（

20
04
年
）

0.
06

0
0.

00
7

1.
13

5
1.

37
9

0.
06

2
−0
.0

07
1.

06
1

1.
24

6
0.

22
2

0.
02

7
1.

02
2

1.
35

2
女
性
従
業
者
比
率
（

20
07
年
）

0.
11

7
0.

04
8

1.
04

9
1.

26
9

0.
14

6
0.

03
0

0.
96

9
1.

13
1

0.
18

9
0.

03
7

1.
18

9
1.

22
7

正
社
員
比
率
（

20
04
年
）

0.
09

4
0.

08
2

1.
20

1
1.

26
0

0.
05

5
0.

03
5

1.
20

2
1.

19
4

0.
16

0
0.

02
4

1.
18

7
1.

33
8

正
社
員
比
率
（

20
07
年
）

0.
15

3
0.

10
2

1.
14

6
1.

19
0

0.
13

3
0.

10
0

1.
18

8
1.

15
8

0.
31

0
0.

11
5

1.
11

1
1.

43
9

売
場
面
積
（

20
04
年
）

0.
02

7
0.

05
0

0.
81

2
1.

26
9

−0
.0

36
0.

07
3

0.
90

2
1.

29
4

0.
01

8
0.

05
9

1.
08

8
1.

96
4

売
場
面
積
（

20
07
年
）

−0
.0

05
0.

04
1

0.
74

9
1.

23
0

−0
.0

47
0.

07
8

0.
87

7
1.

37
9

−0
.1

21
−0
.0

29
0.

96
5

1.
75

7
営
業
時
間
（

20
07
年
）

−0
.0

91
−0
.1

19
1.

15
5

1.
34

2
0.

00
6

−0
.0

50
1.

42
0

1.
31

5
−0
.2

14
−0
.2

57
0.

75
3

1.
21

5
駐
車
場
の
有
無
ダ
ミ
ー
（

20
07
年
）

−0
.0

62
−0
.0

66
1.

03
6

1.
03

6
−0
.0

49
−0
.0

70
1.

02
8

1.
03

8
0.

07
3

−0
.0

74
0.

96
8

1.
05

5
駐
車
台
数
（

20
07
年
）

−0
.0

27
0.

06
4

0.
70

8
1.

13
7

−0
.0

42
0.

04
0

0.
67

6
1.

00
0

−0
.1

45
0.

08
0

0.
59

5
1.

14
8

電
子
商
取
引
の
割
合
（

20
07
年
）

−0
.0

79
0.

05
9

0.
07

7
1.

80
0

−0
.0

89
0.

00
3

0.
06

1
1.

05
2

−0
.1

68
0.

10
3

0.
00

4
25
.0

00
店
頭
販
売
の
割
合
（

20
07
年
）

−0
.3

14
−0
.1

80
1.

86
5

1.
29

9
−0
.3

73
−0
.1

80
2.

09
0

1.
25

8
−0
.3

36
−0
.1

99
2.

19
2

1.
31

0
FC
加
盟
ダ
ミ
ー
（

20
07
年
）

−0
.0

98
0.

00
0

0.
41

8
1.

00
0

−0
.0

28
0.

00
0

0.
82

1
1.

00
0

−0
.0

48
0.

00
0

0.
72

6
1.

00
0

大
規
模
小
売
店
ダ
ミ
ー
（

20
07
年
）

0.
15

4
0.

00
8

1.
45

6
1.

01
6

0.
21

2
0.

01
8

1.
57

6
1.

03
2

0.
35

0
0.

01
9

1.
53

9
1.

01
5

注
）

St
at

a
ve

r.
15

.1
の
t
e
f
f
e
c
t
s
n
n
m
a
t
c
h
を
用
い
て
，
マ
ハ
ラ
ノ
ビ
ス
距
離
に
基
づ
く

1
対

1
マ
ッ
チ
ン
グ
を
行
っ
て
い
る
．
商
業
統
計
調
査
（
経
済
産
業
省
）
で
調
査
さ
れ
て
い
る
産
業
中
分
類
（

2
桁
）
お
よ
び
立
地

環
境
特
性
に
つ
い
て
も
マ
ッ
チ
ン
グ
で
用
い
て
い
る
こ
こ
で
は
掲
載
を
省
略
し
て
い
る
．
年
間
商
品
販
売
額
，
従
業
者
数
，
売
場
面
積
は
対
数
値
を
用
い
て
い
る
．
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表
C

.3
都
心
区
域
を
処
置
群
と
し
た
従
業
者
数
に
関
す
る
マ
ハ
ラ
ノ
ビ
ス
距
離
マ
ッ
チ
ン
グ
推
定
に
お
け
る
バ
ラ
ン
ス
テ
ス
ト

処
置
後
期
間
：

20
07

–2
01

2
(t
+

5)
処
置
後
期
間
：

20
07

–2
01

4
(t
+

7)
処
置
後
期
間
：

20
07

–2
01

6
(t
+

9)

標
準
化
さ
れ
た

分
散
比

標
準
化
さ
れ
た

分
散
比

標
準
化
さ
れ
た

分
散
比

平
均
値
の
差

平
均
値
の
差

平
均
値
の
差

変
数

元
デ
ー
タ

マ
ッ
チ
後

元
デ
ー
タ

マ
ッ
チ
後

元
デ
ー
タ

マ
ッ
チ
後

元
デ
ー
タ

マ
ッ
チ
後

元
デ
ー
タ

マ
ッ
チ
後

元
デ
ー
タ

マ
ッ
チ
後

事
業
所
要
因

年
間
商
品
販
売
額
（

20
04
年
）

−0
.0

29
−0
.0

13
0.

96
5

1.
12

5
−0
.0

80
−0
.0

23
0.

94
9

1.
27

7
−0
.0

98
−0
.0

33
0.

97
2

1.
31

6
年
間
商
品
販
売
額
（

20
07
年
）

0.
02

1
0.

00
4

0.
83

4
1.

11
4

−0
.0

57
−0
.0

15
0.

87
5

1.
17

6
−0
.0

87
−0
.0

22
0.

90
2

1.
24

4
従
業
者
数
（

20
04
年
）

−0
.0

79
0.

00
1

0.
82

9
1.

20
0

−0
.0

92
0.

00
7

0.
84

9
1.

34
3

−0
.1

28
0.

00
3

0.
81

6
1.

37
1

従
業
者
数
（

20
07
年
）

−0
.0

97
−0
.0

27
0.

83
8

1.
20

3
−0
.1

31
−0
.0

34
0.

84
8

1.
31

9
−0
.1

77
−0
.0

56
0.

81
1

1.
35

5
女
性
従
業
者
比
率
（

20
04
年
）

0.
09

9
−0
.0

02
1.

12
2

1.
23

0
0.

06
2

−0
.0

24
1.

05
5

1.
26

0
0.

06
0

0.
04

6
1.

09
5

1.
25

5
女
性
従
業
者
比
率
（

20
07
年
）

0.
17

3
0.

04
8

1.
01

0
1.

08
7

0.
11

7
0.

03
2

0.
99

3
1.

14
0

0.
11

2
0.

07
2

1.
01

2
1.

18
5

正
社
員
比
率
（

20
04
年
）

0.
06

9
0.

12
5

1.
17

2
1.

20
2

−0
.0

04
0.

01
7

1.
11

5
1.

21
7

−0
.0

21
0.

07
0

1.
12

4
1.

19
6

正
社
員
比
率
（

20
07
年
）

0.
12

5
0.

12
5

1.
17

0
1.

17
8

0.
04

6
0.

07
9

1.
10

9
1.

22
4

0.
02

0
0.

12
9

1.
11

2
1.

31
6

売
場
面
積
（

20
04
年
）

0.
00

9
0.

05
2

0.
80

3
1.

21
3

−0
.0

43
0.

06
0

0.
87

4
1.

24
6

−0
.0

26
0.

04
9

0.
90

7
1.

36
1

売
場
面
積
（

20
07
年
）

−0
.0

07
0.

04
0

0.
76

7
1.

14
3

−0
.0

70
0.

07
6

0.
85

7
1.

24
6

−0
.0

50
0.

05
7

0.
86

1
1.

43
7

営
業
時
間
（

20
07
年
）

−0
.0

46
−0
.1

03
1.

07
7

1.
25

9
−0
.0

30
−0
.0

55
1.

19
6

1.
31

9
−0
.0

51
−0
.0

83
1.

25
5

1.
39

5
駐
車
場
の
有
無
ダ
ミ
ー
（

20
07
年
）

−0
.0

23
−0
.0

27
1.

01
8

1.
01

9
−0
.0

26
−0
.0

43
1.

01
7

1.
02

5
−0
.0

19
−0
.0

44
1.

01
3

1.
02

5
駐
車
台
数
（

20
07
年
）

−0
.0

75
0.

02
3

0.
62

8
1.

05
3

−0
.0

68
0.

03
6

0.
64

3
1.

02
0

−0
.0

83
0.

04
8

0.
62

5
1.

06
6

電
子
商
取
引
の
割
合
（

20
07
年
）

−0
.0

71
0.

00
9

0.
07

3
0.

99
9

−0
.0

93
0.

01
0

0.
05

3
1.

06
3

−0
.0

97
0.

01
4

0.
05

5
1.

06
6

店
頭
販
売
の
割
合
（

20
07
年
）

−0
.3

09
−0
.1

70
1.

86
3

1.
26

6
−0
.3

57
−0
.1

93
1.

87
4

1.
22

9
−0
.3

72
−0
.1

61
1.

92
0

1.
17

7
FC
加
盟
ダ
ミ
ー
（

20
07
年
）

−0
.0

20
0.

00
0

0.
87

0
1.

00
0

−0
.0

33
0.

00
0

0.
78

9
1.

00
0

−0
.0

06
0.

00
0

0.
95

5
1.

00
0

大
規
模
小
売
店
ダ
ミ
ー
（

20
07
年
）

0.
19

2
0.

00
5

1.
48

7
1.

00
8

0.
18

0
0.

01
4

1.
47

6
1.

02
6

0.
16

8
0.

00
8

1.
46

7
1.

01
6

注
）

St
at

a
ve

r.
15

.1
の
t
e
f
f
e
c
t
s
n
n
m
a
t
c
h
を
用
い
て
，
マ
ハ
ラ
ノ
ビ
ス
距
離
に
基
づ
く

1
対

1
マ
ッ
チ
ン
グ
を
行
っ
て
い
る
．
商
業
統
計
調
査
（
経
済
産
業
省
）
で
調
査
さ
れ
て
い
る
産
業
中
分
類
（

2
桁
）
お
よ
び
立
地

環
境
特
性
に
つ
い
て
も
マ
ッ
チ
ン
グ
で
用
い
て
い
る
こ
こ
で
は
掲
載
を
省
略
し
て
い
る
．
年
間
商
品
販
売
額
，
従
業
者
数
，
売
場
面
積
は
対
数
値
を
用
い
て
い
る
．
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表
C

.4
都
心
区
域
を
処
置
群
と
し
た
売
場
面
積
当
た
り
年
間
商
品
販
売
額
に
関
す
る
マ
ハ
ラ
ノ
ビ
ス
距
離
マ
ッ
チ
ン
グ
推
定
に
お
け
る
バ
ラ
ン
ス
テ
ス
ト

処
置
後
期
間
：

20
07

–2
01

2
(t
+

5)
処
置
後
期
間
：

20
07

–2
01

4
(t
+

7)
処
置
後
期
間
：

20
07

–2
01

6
(t
+

9)

標
準
化
さ
れ
た

分
散
比

標
準
化
さ
れ
た

分
散
比

標
準
化
さ
れ
た

分
散
比

平
均
値
の
差

平
均
値
の
差

平
均
値
の
差

変
数

元
デ
ー
タ

マ
ッ
チ
後

元
デ
ー
タ

マ
ッ
チ
後

元
デ
ー
タ

マ
ッ
チ
後

元
デ
ー
タ

マ
ッ
チ
後

元
デ
ー
タ

マ
ッ
チ
後

元
デ
ー
タ

マ
ッ
チ
後

事
業
所
要
因

年
間
商
品
販
売
額
（

20
04
年
）

−0
.0

05
−0
.0

28
1.

10
2

1.
22

6
−0
.0

50
−0
.0

49
0.

91
7

1.
33

1
−0
.0

33
−0
.1

85
0.

63
6

2.
37

5
年
間
商
品
販
売
額
（

20
07
年
）

0.
02

7
−0
.0

25
0.

94
1

1.
27

3
−0
.0

35
−0
.0

36
0.

90
6

1.
20

5
0.

02
0

0.
00

6
0.

76
4

1.
77

2
従
業
者
数
（

20
04
年
）

−0
.0

29
−0
.0

17
0.

86
3

1.
21

5
−0
.0

59
−0
.0

09
0.

86
2

1.
42

8
−0
.0

89
−0
.0

02
0.

73
8

1.
61

9
従
業
者
数
（

20
07
年
）

−0
.0

45
−0
.0

28
0.

88
6

1.
28

0
−0
.0

72
−0
.0

24
0.

85
4

1.
42

8
−0
.1

12
−0
.0

54
0.

83
3

1.
63

3
女
性
従
業
者
比
率
（

20
04
年
）

0.
05

3
0.

01
4

1.
15

0
1.

40
6

0.
05

9
−0
.0

11
1.

05
2

1.
26

4
0.

23
0

0.
05

2
1.

03
1

1.
32

5
女
性
従
業
者
比
率
（

20
07
年
）

0.
11

8
0.

04
7

1.
04

4
1.

30
5

0.
14

0
0.

02
1

0.
95

7
1.

15
0

0.
19

1
0.

05
5

1.
18

5
1.

16
5

正
社
員
比
率
（

20
04
年
）

0.
09

5
0.

07
9

1.
19

7
1.

26
4

0.
05

1
0.

02
5

1.
19

2
1.

20
1

0.
13

5
−0
.0

17
1.

16
8

1.
31

5
正
社
員
比
率
（

20
07
年
）

0.
16

5
0.

11
4

1.
13

3
1.

18
6

0.
13

6
0.

09
5

1.
18

5
1.

17
7

0.
30

2
0.

09
2

1.
11

2
1.

40
2

売
場
面
積
（

20
04
年
）

0.
04

0
0.

04
7

0.
82

1
1.

29
8

−0
.0

23
0.

05
2

0.
89

5
1.

32
0

0.
01

3
0.

04
5

1.
08

0
2.

03
5

売
場
面
積
（

20
07
年
）

0.
02

0
0.

04
6

0.
77

4
1.

20
3

−0
.0

19
0.

06
7

0.
86

2
1.

35
7

−0
.1

05
−0
.0

30
0.

99
4

1.
80

4
営
業
時
間
（

20
07
年
）

−0
.0

82
−0
.1

19
1.

13
8

1.
32

2
−0
.0

03
−0
.0

58
1.

40
9

1.
30

2
−0
.2

23
−0
.2

83
0.

75
4

1.
24

1
駐
車
場
の
有
無
ダ
ミ
ー
（

20
07
年
）

−0
.0

71
−0
.0

50
1.

03
9

1.
02

5
−0
.0

51
−0
.0

69
1.

02
9

1.
03

6
0.

06
1

−0
.0

91
0.

97
5

1.
06

8
駐
車
台
数
（

20
07
年
）

−0
.0

17
0.

05
2

0.
71

4
1.

12
5

−0
.0

37
0.

04
1

0.
68

2
1.

00
5

−0
.1

41
0.

09
3

0.
59

0
1.

15
0

電
子
商
取
引
の
割
合
（

20
07
年
）

−0
.0

79
0.

05
9

0.
07

7
1.

80
0

−0
.0

89
0.

00
3

0.
06

0
1.

05
2

−0
.1

68
0.

10
3

0.
00

4
25
.0

00
店
頭
販
売
の
割
合
（

20
07
年
）

−0
.3

05
−0
.1

80
1.

80
7

1.
28

4
−0
.3

65
−0
.1

97
2.

03
0

1.
30

0
−0
.3

30
−0
.1

98
2.

18
7

1.
31

1
FC
加
盟
ダ
ミ
ー
（

20
07
年
）

−0
.0

98
0.

00
0

0.
41

9
1.

00
0

−0
.0

30
0.

00
0

0.
81

1
1.

00
0

−0
.0

44
0.

00
0

0.
74

4
1.

00
0

大
規
模
小
売
店
ダ
ミ
ー
（

20
07
年
）

0.
16

1
0.

00
8

1.
47

7
1.

01
6

0.
21

4
0.

01
8

1.
57

8
1.

03
1

0.
34

5
0.

01
8

1.
53

5
1.

01
5

注
）

St
at

a
ve

r.
15

.1
の
t
e
f
f
e
c
t
s
n
n
m
a
t
c
h
を
用
い
て
，
マ
ハ
ラ
ノ
ビ
ス
距
離
に
基
づ
く

1
対

1
マ
ッ
チ
ン
グ
を
行
っ
て
い
る
．
商
業
統
計
調
査
（
経
済
産
業
省
）
で
調
査
さ
れ
て
い
る
産
業
中
分
類
（

2
桁
）
お
よ
び
立
地

環
境
特
性
に
つ
い
て
も
マ
ッ
チ
ン
グ
で
用
い
て
い
る
こ
こ
で
は
掲
載
を
省
略
し
て
い
る
．
年
間
商
品
販
売
額
，
従
業
者
数
，
売
場
面
積
は
対
数
値
を
用
い
て
い
る
．
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表
C

.5
都
心
区
域
を
処
置
群
と
し
た
従
業
者

1
人
当
た
り
年
間
商
品
販
売
額
に
関
す
る
マ
ハ
ラ
ノ
ビ
ス
距
離
マ
ッ
チ
ン
グ
推
定
に
お
け
る
バ
ラ
ン
ス
テ
ス
ト

処
置
後
期
間
：

20
07

–2
01

2
(t
+

5)
処
置
後
期
間
：

20
07

–2
01

4
(t
+

7)
処
置
後
期
間
：

20
07

–2
01

6
(t
+

9)

標
準
化
さ
れ
た

分
散
比

標
準
化
さ
れ
た

分
散
比

標
準
化
さ
れ
た

分
散
比

平
均
値
の
差

平
均
値
の
差

平
均
値
の
差

変
数

元
デ
ー
タ

マ
ッ
チ
後

元
デ
ー
タ

マ
ッ
チ
後

元
デ
ー
タ

マ
ッ
チ
後

元
デ
ー
タ

マ
ッ
チ
後

元
デ
ー
タ

マ
ッ
チ
後

元
デ
ー
タ

マ
ッ
チ
後

事
業
所
要
因

年
間
商
品
販
売
額
（

20
04
年
）

−0
.0

11
−0
.0

37
1.

10
3

1.
22

9
−0
.0

44
−0
.0

12
0.

87
6

1.
25

5
−0
.0

67
−0
.0

37
0.

84
3

1.
22

9
年
間
商
品
販
売
額
（

20
07
年
）

0.
02

7
−0
.0

36
0.

93
5

1.
29

3
−0
.0

35
−0
.0

07
0.

87
3

1.
16

6
−0
.0

72
−0
.0

26
0.

86
8

1.
23

5
従
業
者
数
（

20
04
年
）

−0
.0

38
−0
.0

22
0.

87
2

1.
26

9
−0
.0

67
0.

01
3

0.
85

9
1.

41
1

−0
.1

31
0.

00
1

0.
81

7
1.

31
4

従
業
者
数
（

20
07
年
）

−0
.0

53
−0
.0

37
0.

89
6

1.
30

0
−0
.0

88
0.

00
2

0.
85

3
1.

41
3

−0
.1

48
−0
.0

31
0.

84
2

1.
41

0
女
性
従
業
者
比
率
（

20
04
年
）

0.
03

9
0.

00
6

1.
15

3
1.

40
5

0.
05

0
−0
.0

46
1.

06
5

1.
23

5
0.

02
9

0.
01

4
1.

07
5

1.
30

5
女
性
従
業
者
比
率
（

20
07
年
）

0.
11

4
0.

04
4

1.
02

5
1.

29
1

0.
16

2
0.

01
3

0.
90

9
1.

09
1

0.
11

8
0.

06
0

0.
95

5
1.

15
9

正
社
員
比
率
（

20
04
年
）

0.
08

8
0.

08
4

1.
20

1
1.

24
5

0.
03

4
0.

00
8

1.
16

8
1.

17
7

−0
.0

18
0.

03
8

1.
12

8
1.

16
7

正
社
員
比
率
（

20
07
年
）

0.
14

7
0.

11
1

1.
12

5
1.

20
5

0.
11

8
0.

09
8

1.
16

9
1.

17
5

0.
04

6
0.

11
1

1.
13

0
1.

29
4

売
場
面
積
（

20
04
年
）

0.
02

0
0.

02
4

0.
82

3
1.

28
6

−0
.0

38
0.

04
8

0.
89

8
1.

32
7

−0
.0

25
0.

04
0

0.
90

7
1.

37
2

売
場
面
積
（

20
07
年
）

0.
00

9
0.

03
0

0.
77

7
1.

19
0

−0
.0

46
0.

06
9

0.
85

4
1.

30
9

−0
.0

46
0.

05
8

0.
82

1
1.

38
7

営
業
時
間
（

20
07
年
）

−0
.0

73
−0
.1

16
1.

09
1

1.
29

6
0.

01
3

−0
.0

59
1.

39
4

1.
27

8
−0
.0

18
−0
.0

58
1.

20
1

1.
39

0
駐
車
場
の
有
無
ダ
ミ
ー
（

20
07
年
）

−0
.0

45
−0
.0

43
1.

02
7

1.
02

3
−0
.0

24
−0
.0

48
1.

01
5

1.
02

6
−0
.0

24
−0
.0

27
1.

01
5

1.
01

4
駐
車
台
数
（

20
07
年
）

−0
.0

39
0.

03
9

0.
70

1
1.

09
7

−0
.0

53
0.

02
7

0.
68

4
1.

00
3

−0
.0

76
0.

02
2

0.
65

5
1.

04
3

電
子
商
取
引
の
割
合
（

20
07
年
）

−0
.0

82
0.

05
8

0.
07

7
1.

80
0

−0
.0

91
0.

00
3

0.
06

0
1.

05
2

−0
.0

99
0.

00
6

0.
05

7
1.

05
4

店
頭
販
売
の
割
合
（

20
07
年
）

−0
.3

32
−0
.2

02
1.

88
3

1.
37

2
−0
.3

60
−0
.2

01
1.

90
8

1.
27

2
−0
.3

69
−0
.1

66
1.

88
7

1.
20

0
FC
加
盟
ダ
ミ
ー
（

20
07
年
）

−0
.1

08
0.

00
0

0.
38

6
1.

00
0

−0
.0

27
0.

00
0

0.
82

4
1.

00
0

−0
.0

28
0.

00
0

0.
80

2
1.

00
0

大
規
模
小
売
店
ダ
ミ
ー
（

20
07
年
）

0.
15

5
0.

00
7

1.
45

4
1.

01
5

0.
21

4
0.

01
8

1.
58

5
1.

03
1

0.
17

3
0.

00
9

1.
48

4
1.

01
8

注
）

St
at

a
ve

r.
15

.1
の
t
e
f
f
e
c
t
s
n
n
m
a
t
c
h
を
用
い
て
，
マ
ハ
ラ
ノ
ビ
ス
距
離
に
基
づ
く

1
対

1
マ
ッ
チ
ン
グ
を
行
っ
て
い
る
．
商
業
統
計
調
査
（
経
済
産
業
省
）
で
調
査
さ
れ
て
い
る
産
業
中
分
類
（

2
桁
）
お
よ
び
立
地

環
境
特
性
に
つ
い
て
も
マ
ッ
チ
ン
グ
で
用
い
て
い
る
こ
こ
で
は
掲
載
を
省
略
し
て
い
る
．
年
間
商
品
販
売
額
，
従
業
者
数
，
売
場
面
積
は
対
数
値
を
用
い
て
い
る
．
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表
D

.1
居
住
推
進
補
助
対
象
地
区
を
処
置
群
と
し
た
年
間
商
品
販
売
額
に
関
す
る
マ
ハ
ラ
ノ
ビ
ス
距
離
マ
ッ
チ
ン
グ
推
定
に
お
け
る
バ
ラ
ン
ス
テ
ス
ト

処
置
後
期
間
：

20
07

–2
01

2
(t
+

5)
処
置
後
期
間
：

20
07

–2
01

4
(t
+

7)
処
置
後
期
間
：

20
07

–2
01

6
(t
+

9)

標
準
化
さ
れ
た

分
散
比

標
準
化
さ
れ
た

分
散
比

標
準
化
さ
れ
た

分
散
比

平
均
値
の
差

平
均
値
の
差

平
均
値
の
差

変
数

元
デ
ー
タ

マ
ッ
チ
後

元
デ
ー
タ

マ
ッ
チ
後

元
デ
ー
タ

マ
ッ
チ
後

元
デ
ー
タ

マ
ッ
チ
後

元
デ
ー
タ

マ
ッ
チ
後

元
デ
ー
タ

マ
ッ
チ
後

事
業
所
要
因

年
間
商
品
販
売
額
（

20
04
年
）

0.
01

8
−0
.0

16
1.

14
3

1.
19

9
−0
.0

10
−0
.0

28
1.

06
1

1.
13

1
−0
.0

01
−0
.0

41
1.

10
5

1.
12

6
年
間
商
品
販
売
額
（

20
07
年
）

0.
07

1
0.

02
8

1.
13

7
1.

19
6

0.
04

3
0.

02
7

1.
06

2
1.

12
5

0.
05

3
0.

00
0

1.
08

5
1.

13
2

従
業
者
数
（

20
04
年
）

0.
05

7
0.

02
8

1.
11

8
1.

20
3

0.
02

9
0.

02
4

1.
07

7
1.

25
2

0.
05

7
0.

00
0

1.
06

5
1.

24
7

従
業
者
数
（

20
07
年
）

0.
10

3
0.

04
7

1.
14

3
1.

21
4

0.
09

2
0.

04
5

1.
07

2
1.

21
5

0.
10

8
0.

02
5

1.
08

9
1.

20
6

女
性
従
業
者
比
率
（

20
04
年
）

0.
10

0
−0
.0

08
1.

04
0

1.
14

8
0.

14
0

0.
00

3
1.

03
2

1.
11

4
0.

13
2

−0
.0

29
1.

02
5

1.
17

6
女
性
従
業
者
比
率
（

20
07
年
）

0.
12

6
0.

00
2

0.
99

6
1.

08
8

0.
15

2
−0
.0

25
0.

95
6

1.
12

0
0.

14
7

−0
.0

17
0.

97
7

1.
13

4
正
社
員
比
率
（

20
04
年
）

−0
.0

32
0.

01
4

0.
97

7
1.

02
4

−0
.0

86
−0
.0

21
0.

93
3

1.
00

3
−0
.0

68
0.

00
5

0.
95

2
1.

05
9

正
社
員
比
率
（

20
07
年
）

−0
.0

53
0.

01
0

0.
92

4
1.

04
2

−0
.0

54
−0
.0

10
0.

91
6

1.
03

5
−0
.0

35
−0
.0

02
0.

92
8

1.
03

5
売
場
面
積
（

20
04
年
）

0.
11

6
0.

03
0

1.
14

0
1.

12
8

0.
12

1
0.

01
8

1.
14

2
1.

15
2

0.
13

6
−0
.0

09
1.

13
9

1.
17

4
売
場
面
積
（

20
07
年
）

0.
14

5
0.

05
1

1.
08

4
1.

12
9

0.
14

5
0.

01
8

1.
05

8
1.

10
7

0.
15

4
0.

00
5

1.
07

5
1.

16
7

営
業
時
間
（

20
07
年
）

−0
.0

54
−0
.0

79
0.

98
3

1.
28

3
−0
.0

14
−0
.0

43
1.

10
6

1.
28

7
−0
.0

23
−0
.0

66
0.

99
8

1.
43

1
駐
車
場
の
有
無
ダ
ミ
ー
（

20
07
年
）

−0
.0

17
−0
.0

31
0.

99
5

0.
98

8
−0
.0

54
−0
.0

12
0.

97
7

0.
99

4
−0
.0

79
−0
.0

04
0.

96
2

0.
99

8
駐
車
台
数
（

20
07
年
）

0.
11

5
0.

06
6

1.
19

0
1.

06
1

0.
13

5
0.

05
8

1.
10

4
1.

03
8

0.
16

9
0.

03
6

1.
14

1
1.

05
5

電
子
商
取
引
の
割
合
（

20
07
年
）

−0
.0

95
0.

09
1

0.
02

0
57
.0

56
−0
.0

64
0.

01
5

0.
26

0
1.

05
0

−0
.0

62
0.

01
2

0.
29

4
1.

04
1

店
頭
販
売
の
割
合
（

20
07
年
）

0.
15

6
0.

01
1

0.
83

4
1.

06
6

0.
13

7
−0
.0

39
0.

86
9

1.
11

9
0.

14
8

−0
.0

19
0.

85
0

1.
14

1
FC
加
盟
ダ
ミ
ー
（

20
07
年
）

0.
03

2
0.

00
0

1.
21

5
1.

00
0

0.
02

2
0.

00
0

1.
14

5
1.

00
0

0.
03

9
0.

00
0

1.
26

5
1.

00
0

大
規
模
小
売
店
ダ
ミ
ー
（

20
07
年
）

0.
16

3
0.

00
0

1.
57

7
1.

00
0

0.
13

0
0.

00
6

1.
42

8
1.

01
5

0.
11

0
0.

00
0

1.
36

5
1.

00
0

周
辺
立
地
要
因

周
辺

3k
m
内
の
雇
用
（

20
04
年
）

0.
23

4
−0
.0

11
0.

66
4

1.
46

4
0.

25
2

0.
00

5
0.

66
9

1.
49

5
0.

24
9

−0
.0

05
0.

68
4

1.
50

6
周
辺

3k
m
内
の
雇
用
（

20
07
年
）

0.
24

8
−0
.0

01
0.

64
2

1.
43

6
0.

26
6

0.
01

5
0.

64
6

1.
46

6
0.

26
3

0.
00

4
0.

66
1

1.
47

5
周
辺

3k
m
内
の
居
住
人
口
（

20
04
年
）

0.
22

8
−0
.0

33
0.

40
7

1.
06

9
0.

24
7

0.
00

5
0.

41
2

1.
09

5
0.

23
2

−0
.0

34
0.

42
1

1.
12

9
周
辺

3k
m
内
の
居
住
人
口
（

20
07
年
）

0.
23

6
−0
.0

26
0.

40
2

1.
06

6
0.

25
6

0.
01

1
0.

40
6

1.
09

1
0.

24
0

−0
.0

27
0.

41
6

1.
12

5

注
）

St
at

a
ve

r.
15

.1
の
t
e
f
f
e
c
t
s
n
n
m
a
t
c
h
を
用
い
て
，
マ
ハ
ラ
ノ
ビ
ス
距
離
に
基
づ
く

1
対

1
マ
ッ
チ
ン
グ
を
行
っ
て
い
る
．
商
業
統
計
調
査
（
経
済
産
業
省
）
で
調
査
さ
れ
て
い
る
産
業
中
分
類
（

2
桁
）
お
よ
び
立
地

環
境
特
性
に
つ
い
て
も
マ
ッ
チ
ン
グ
で
用
い
て
い
る
こ
こ
で
は
掲
載
を
省
略
し
て
い
る
．
周
辺

3k
m
内
の
雇
用
・
居
住
人
口
は
対
数
値
を
用
い
て
い
る
．
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表
D

.2
居
住
推
進
補
助
対
象
地
区
を
処
置
群
と
し
た
売
場
面
積
に
関
す
る
マ
ハ
ラ
ノ
ビ
ス
距
離
マ
ッ
チ
ン
グ
推
定
に
お
け
る
バ
ラ
ン
ス
テ
ス
ト

処
置
後
期
間
：

20
07

–2
01

2
(t
+

5)
処
置
後
期
間
：

20
07

–2
01

4
(t
+

7)
処
置
後
期
間
：

20
07

–2
01

6
(t
+

9)

標
準
化
さ
れ
た

分
散
比

標
準
化
さ
れ
た

分
散
比

標
準
化
さ
れ
た

分
散
比

平
均
値
の
差

平
均
値
の
差

平
均
値
の
差

変
数

元
デ
ー
タ

マ
ッ
チ
後

元
デ
ー
タ

マ
ッ
チ
後

元
デ
ー
タ

マ
ッ
チ
後

元
デ
ー
タ

マ
ッ
チ
後

元
デ
ー
タ

マ
ッ
チ
後

元
デ
ー
タ

マ
ッ
チ
後

事
業
所
要
因

年
間
商
品
販
売
額
（

20
04
年
）

0.
02

1
−0
.0

27
1.

17
5

1.
21

3
−0
.0

30
−0
.0

23
1.

13
3

1.
17

4
0.

07
0

0.
00

4
1.

03
9

1.
22

4
年
間
商
品
販
売
額
（

20
07
年
）

0.
06

8
0.

00
5

1.
15

7
1.

21
6

0.
02

5
0.

02
6

1.
11

8
1.

17
1

0.
17

6
0.

03
7

0.
86

9
1.

52
4

従
業
者
数
（

20
04
年
）

0.
06

9
0.

02
6

1.
12

4
1.

19
9

0.
02

4
0.

03
0

1.
06

0
1.

27
2

0.
13

0
0.

00
9

0.
94

3
1.

47
0

従
業
者
数
（

20
07
年
）

0.
10

4
0.

03
7

1.
15

3
1.

20
6

0.
09

0
0.

04
8

1.
06

1
1.

22
8

0.
19

2
0.

04
5

0.
94

1
1.

49
9

女
性
従
業
者
比
率
（

20
04
年
）

0.
12

0
0.

00
8

1.
02

7
1.

13
6

0.
15

5
0.

01
1

1.
02

7
1.

15
7

0.
12

6
−0
.1

08
0.

94
6

1.
11

1
女
性
従
業
者
比
率
（

20
07
年
）

0.
13

3
−0
.0

07
0.

99
9

1.
12

8
0.

15
7

−0
.0

30
0.

95
8

1.
16

2
0.

12
8

−0
.1

05
0.

94
9

1.
17

2
正
社
員
比
率
（

20
04
年
）

−0
.0

08
0.

01
9

1.
00

1
1.

04
2

−0
.0

86
−0
.0

01
0.

92
4

0.
99

6
−0
.1

04
0.

02
8

0.
97

4
1.

10
9

正
社
員
比
率
（

20
07
年
）

−0
.0

26
0.

00
8

0.
94

7
1.

04
3

−0
.0

61
−0
.0

01
0.

91
2

1.
03

0
−0
.1

25
−0
.0

46
0.

87
1

0.
96

7
売
場
面
積
（

20
04
年
）

0.
13

3
0.

02
8

1.
16

9
1.

13
7

0.
12

4
0.

03
1

1.
09

9
1.

15
2

0.
21

9
0.

01
4

1.
02

4
1.

28
6

売
場
面
積
（

20
07
年
）

0.
14

8
0.

04
5

1.
10

3
1.

10
5

0.
13

7
0.

02
6

1.
02

6
1.

10
7

0.
19

7
−0
.0

21
1.

00
8

1.
23

7
営
業
時
間
（

20
07
年
）

−0
.0

80
−0
.0

85
0.

92
3

1.
31

7
−0
.0

27
−0
.0

46
1.

10
6

1.
25

4
0.

11
8

−0
.0

69
1.

62
3

1.
32

2
駐
車
場
の
有
無
ダ
ミ
ー
（

20
07
年
）

−0
.0

11
−0
.0

26
0.

99
7

0.
99

1
−0
.0

38
−0
.0

09
0.

98
5

0.
99

6
−0
.1

44
−0
.0

11
0.

93
0

0.
99

3
駐
車
台
数
（

20
07
年
）

0.
12

0
0.

05
9

1.
21

6
1.

07
2

0.
13

0
0.

06
7

1.
12

2
1.

06
6

0.
26

2
0.

03
0

1.
04

7
1.

02
2

電
子
商
取
引
の
割
合
（

20
07
年
）

−0
.0

95
0.

08
5

0.
01

4
0.

00
0

−0
.0

53
0.

01
5

0.
34

9
1.

05
0

−0
.0

90
0.

02
2

0.
32

6
1.

59
3

店
頭
販
売
の
割
合
（

20
07
年
）

0.
14

5
0.

01
3

0.
84

5
1.

04
8

0.
14

5
−0
.0

43
0.

86
0

1.
13

4
0.

12
5

−0
.0

57
0.

80
0

1.
07

3
FC
加
盟
ダ
ミ
ー
（

20
07
年
）

0.
03

5
0.

00
0

1.
23

1
1.

00
0

0.
03

4
0.

00
0

1.
22

9
1.

00
0

0.
06

3
0.

00
0

1.
33

1
1.

00
0

大
規
模
小
売
店
ダ
ミ
ー
（

20
07
年
）

0.
17

2
0.

00
0

1.
61

0
1.

00
0

0.
14

1
0.

00
6

1.
46

3
1.

01
5

0.
19

1
0.

00
0

1.
29

3
1.

00
0

周
辺
立
地
要
因

周
辺

3k
m
内
の
雇
用
（

20
04
年
）

0.
24

8
−0
.0

15
0.

65
4

1.
48

4
0.

26
8

−0
.0

17
0.

66
7

1.
54

8
0.

25
1

−0
.0

28
0.

69
4

1.
56

8
周
辺

3k
m
内
の
雇
用
（

20
07
年
）

0.
26

2
−0
.0

06
0.

63
3

1.
45

4
0.

28
2

−0
.0

07
0.

64
5

1.
52

0
0.

26
4

−0
.0

20
0.

67
2

1.
54

1
周
辺

3k
m
内
の
居
住
人
口
（

20
04
年
）

0.
24

0
−0
.0

38
0.

40
0

1.
07

8
0.

25
0

−0
.0

57
0.

40
7

1.
15

1
0.

23
2

−0
.0

73
0.

42
7

1.
19

0
周
辺

3k
m
内
の
居
住
人
口
（

20
07
年
）

0.
24

8
−0
.0

32
0.

39
5

1.
07

5
0.

25
8

−0
.0

50
0.

40
2

1.
15

0
0.

24
0

−0
.0

66
0.

42
2

1.
18

8

注
）

St
at

a
ve

r.
15

.1
の
t
e
f
f
e
c
t
s
n
n
m
a
t
c
h
を
用
い
て
，
マ
ハ
ラ
ノ
ビ
ス
距
離
に
基
づ
く

1
対

1
マ
ッ
チ
ン
グ
を
行
っ
て
い
る
．
商
業
統
計
調
査
（
経
済
産
業
省
）
で
調
査
さ
れ
て
い
る
産
業
中
分
類
（

2
桁
）
お
よ
び
立
地

環
境
特
性
に
つ
い
て
も
マ
ッ
チ
ン
グ
で
用
い
て
い
る
こ
こ
で
は
掲
載
を
省
略
し
て
い
る
．
周
辺

3k
m
内
の
雇
用
・
居
住
人
口
は
対
数
値
を
用
い
て
い
る
．
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表
D

.3
居
住
推
進
補
助
対
象
地
区
を
処
置
群
と
し
た
従
業
者
数
に
関
す
る
マ
ハ
ラ
ノ
ビ
ス
距
離
マ
ッ
チ
ン
グ
推
定
に
お
け
る
バ
ラ
ン
ス
テ
ス
ト

処
置
後
期
間
：

20
07

–2
01

2
(t
+

5)
処
置
後
期
間
：

20
07

–2
01

4
(t
+

7)
処
置
後
期
間
：

20
07

–2
01

6
(t
+

9)

標
準
化
さ
れ
た

分
散
比

標
準
化
さ
れ
た

分
散
比

標
準
化
さ
れ
た

分
散
比

平
均
値
の
差

平
均
値
の
差

平
均
値
の
差

変
数

元
デ
ー
タ

マ
ッ
チ
後

元
デ
ー
タ

マ
ッ
チ
後

元
デ
ー
タ

マ
ッ
チ
後

元
デ
ー
タ

マ
ッ
チ
後

元
デ
ー
タ

マ
ッ
チ
後

元
デ
ー
タ

マ
ッ
チ
後

事
業
所
要
因

年
間
商
品
販
売
額
（

20
04
年
）

0.
03

4
−0
.0

23
1.

08
6

1.
16

0
−0
.0

20
−0
.0

42
1.

10
7

1.
13

4
−0
.0

02
−0
.0

64
1.

05
1

1.
14

6
年
間
商
品
販
売
額
（

20
07
年
）

0.
06

5
−0
.0

06
1.

11
5

1.
17

7
0.

02
5

−0
.0

14
1.

12
6

1.
16

1
0.

03
8

−0
.0

35
1.

09
4

1.
16

2
従
業
者
数
（

20
04
年
）

0.
08

3
0.

01
1

1.
10

4
1.

14
3

0.
02

5
−0
.0

04
1.

08
1

1.
22

8
0.

04
6

−0
.0

20
1.

07
5

1.
28

1
従
業
者
数
（

20
07
年
）

0.
10

8
0.

01
5

1.
13

4
1.

14
5

0.
07

6
0.

01
4

1.
08

7
1.

16
7

0.
08

9
0.

00
3

1.
09

8
1.

21
4

女
性
従
業
者
比
率
（

20
04
年
）

0.
06

0
−0
.0

15
1.

01
2

1.
13

7
0.

11
8

0.
00

6
1.

05
0

1.
12

7
0.

13
1

−0
.0

17
1.

02
8

1.
13

3
女
性
従
業
者
比
率
（

20
07
年
）

0.
08

6
−0
.0

02
0.

97
2

1.
08

9
0.

13
0

0.
00

4
1.

01
6

1.
11

2
0.

14
3

−0
.0

17
1.

00
2

1.
11

7
正
社
員
比
率
（

20
04
年
）

−0
.0

22
0.

02
7

0.
98

8
1.

05
6

−0
.0

83
0.

00
1

0.
96

7
1.

04
8

−0
.0

64
−0
.0

23
0.

97
7

1.
05

7
正
社
員
比
率
（

20
07
年
）

−0
.0

51
0.

02
4

0.
91

5
1.

07
7

−0
.0

42
0.

00
7

0.
93

5
1.

06
0

−0
.0

38
−0
.0

29
0.

94
6

1.
04

1
売
場
面
積
（

20
04
年
）

0.
13

2
0.

02
9

1.
13

5
1.

11
7

0.
11

2
−0
.0

06
1.

13
0

1.
16

7
0.

13
6

−0
.0

31
1.

13
8

1.
17

8
売
場
面
積
（

20
07
年
）

0.
14

3
0.

04
9

1.
07

5
1.

08
6

0.
13

1
0.

01
4

1.
06

9
1.

15
3

0.
15

3
−0
.0

08
1.

08
2

1.
19

2
営
業
時
間
（

20
07
年
）

−0
.0

09
−0
.0

49
1.

11
9

1.
25

9
−0
.0

31
−0
.0

76
1.

00
5

1.
23

6
−0
.0

21
−0
.0

78
1.

05
1

1.
26

2
駐
車
場
の
有
無
ダ
ミ
ー
（

20
07
年
）

−0
.0

70
−0
.0

18
0.

98
0

0.
99

4
−0
.0

39
−0
.0

03
0.

98
5

0.
99

8
−0
.0

57
0.

00
0

0.
97

5
1.

00
0

駐
車
台
数
（

20
07
年
）

0.
14

4
0.

04
3

1.
17

6
1.

06
0

0.
11

6
0.

04
1

1.
09

7
1.

04
5

0.
15

4
0.

02
1

1.
15

0
1.

04
1

電
子
商
取
引
の
割
合
（

20
07
年
）

−0
.0

62
0.

01
2

0.
22

0
1.

08
1

−0
.0

66
0.

01
4

0.
25

3
1.

05
0

−0
.0

62
0.

01
2

0.
31

1
1.

04
1

店
頭
販
売
の
割
合
（

20
07
年
）

0.
12

3
−0
.0

15
0.

86
6

1.
06

6
0.

12
6

−0
.0

05
0.

88
0

1.
06

8
0.

14
5

−0
.0

28
0.

85
5

1.
14

6
FC
加
盟
ダ
ミ
ー
（

20
07
年
）

0.
03

8
0.

00
0

1.
23

1
1.

00
0

0.
01

9
0.

00
0

1.
12

7
1.

00
0

0.
03

9
0.

00
0

1.
26

6
1.

00
0

大
規
模
小
売
店
ダ
ミ
ー
（

20
07
年
）

0.
11

7
0.

00
0

1.
34

4
1.

00
0

0.
13

7
0.

00
0

1.
45

7
1.

00
0

0.
13

3
0.

00
0

1.
44

6
1.

00
0

周
辺
立
地
要
因

周
辺

3k
m
内
の
雇
用
（

20
04
年
）

0.
23

2
−0
.0

29
0.

65
5

1.
48

5
0.

26
2

−0
.0

08
0.

67
0

1.
51

3
0.

24
3

−0
.0

05
0.

69
7

1.
49

9
周
辺

3k
m
内
の
雇
用
（

20
07
年
）

0.
24

5
−0
.0

20
0.

63
4

1.
45

3
0.

27
6

0.
00

2
0.

64
7

1.
48

1
0.

25
6

0.
00

3
0.

67
5

1.
47

1
周
辺

3k
m
内
の
居
住
人
口
（

20
04
年
）

0.
22

2
−0
.0

59
0.

40
0

1.
10

7
0.

24
6

−0
.0

30
0.

41
0

1.
12

7
0.

22
7

−0
.0

34
0.

43
0

1.
14

5
周
辺

3k
m
内
の
居
住
人
口
（

20
07
年
）

0.
22

9
−0
.0

53
0.

39
6

1.
10

5
0.

25
4

−0
.0

24
0.

40
5

1.
12

4
0.

23
4

−0
.0

28
0.

42
5

1.
14

1

注
）

St
at

a
ve

r.
15

.1
の
t
e
f
f
e
c
t
s
n
n
m
a
t
c
h
を
用
い
て
，
マ
ハ
ラ
ノ
ビ
ス
距
離
に
基
づ
く

1
対

1
マ
ッ
チ
ン
グ
を
行
っ
て
い
る
．
商
業
統
計
調
査
（
経
済
産
業
省
）
で
調
査
さ
れ
て
い
る
産
業
中
分
類
（

2
桁
）
お
よ
び
立
地

環
境
特
性
に
つ
い
て
も
マ
ッ
チ
ン
グ
で
用
い
て
い
る
こ
こ
で
は
掲
載
を
省
略
し
て
い
る
．
周
辺

3k
m
内
の
雇
用
・
居
住
人
口
は
対
数
値
を
用
い
て
い
る
．
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表
D

.4
居
住
推
進
補
助
対
象
地
区
を
処
置
群
と
し
た
売
場
面
積
当
た
り
年
間
商
品
販
売
額
に
関
す
る
マ
ハ
ラ
ノ
ビ
ス
距
離
マ
ッ
チ
ン
グ
推
定
に
お
け
る
バ
ラ
ン
ス
テ
ス
ト

処
置
後
期
間
：

20
07

–2
01

2
(t
+

5)
処
置
後
期
間
：

20
07

–2
01

4
(t
+

7)
処
置
後
期
間
：

20
07

–2
01

6
(t
+

9)

標
準
化
さ
れ
た

分
散
比

標
準
化
さ
れ
た

分
散
比

標
準
化
さ
れ
た

分
散
比

平
均
値
の
差

平
均
値
の
差

平
均
値
の
差

変
数

元
デ
ー
タ

マ
ッ
チ
後

元
デ
ー
タ

マ
ッ
チ
後

元
デ
ー
タ

マ
ッ
チ
後

元
デ
ー
タ

マ
ッ
チ
後

元
デ
ー
タ

マ
ッ
チ
後

元
デ
ー
タ

マ
ッ
チ
後

事
業
所
要
因

年
間
商
品
販
売
額
（

20
04
年
）

0.
02

1
−0
.0

31
1.

18
0

1.
21

5
−0
.0

24
−0
.0

19
1.

08
6

1.
14

2
0.

09
3

0.
00

3
1.

02
7

1.
21

3
年
間
商
品
販
売
額
（

20
07
年
）

0.
07

1
0.

00
7

1.
14

9
1.

19
1

0.
02

8
0.

02
8

1.
07

5
1.

14
0

0.
19

9
0.

03
9

0.
87

0
1.

46
2

従
業
者
数
（

20
04
年
）

0.
07

0
0.

02
8

1.
10

6
1.

18
6

0.
01

8
0.

01
8

1.
05

8
1.

26
2

0.
14

0
0.

00
3

0.
94

9
1.

42
2

従
業
者
数
（

20
07
年
）

0.
10

9
0.

03
7

1.
12

8
1.

19
2

0.
09

0
0.

04
4

1.
05

3
1.

19
6

0.
20

6
0.

04
0

0.
94

2
1.

42
8

女
性
従
業
者
比
率
（

20
04
年
）

0.
11

2
0.

00
9

1.
02

6
1.

14
1

0.
15

1
0.

01
7

1.
03

7
1.

14
5

0.
11

7
−0
.0

86
0.

95
7

1.
13

1
女
性
従
業
者
比
率
（

20
07
年
）

0.
12

8
0.

00
6

0.
99

6
1.

11
6

0.
15

5
−0
.0

26
0.

96
3

1.
15

5
0.

11
7

−0
.0

87
0.

96
8

1.
19

2
正
社
員
比
率
（

20
04
年
）

−0
.0

09
0.

00
0

0.
98

4
1.

02
4

−0
.0

93
−0
.0

08
0.

92
0

0.
98

3
−0
.0

87
0.

03
2

0.
99

2
1.

12
4

正
社
員
比
率
（

20
07
年
）

−0
.0

28
−0
.0

03
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図 1 富山市における中心市街地活性化基本計画の対象区域と公共交通沿線居住推進補助対象地区

注）「地理院タイル」(国土地理院，https://maps.gsi.go.jp/development/ichiran.html)を背

景に用いた著者作成の地図のスクリーンショット画像. 富山市公開地図情報システム「インフォマッ

プとやま」(URL: https://www2.wagmap.jp/toyama/Portal)の「まちづくり情報マップ」より

「公共交通沿線居住推進補助対象地区」から対象地区を検索している．赤色区域が都心地区（まちな

か），オレンジ色区域が公共交通沿線居住推進補助対象地区を表す．
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図 2 居住推進補助対象地区に立地する事業所に対する対照群の候補

注）北陸 4県（新潟県，富山県，石川県，福井県）において 2008年までに中心市街地活性認定市を

受けた 8市（長岡市，上越市，富山市，高岡市，金沢市，福井市，大野市，越前市）の対象区域外

（赤色区域の外）に立地する小売業事業所から対照群を探している．ただし新潟市は政令指定都市の

ため除いている．
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図 3 富山市内における小売業事業所の地理的分布

注）「地理院タイル」(国土地理院，https://maps.gsi.go.jp/development/ichiran.html)を背

景に用いた著者作成の地図のスクリーンショット画像. 2014年商業統計調査（経済産業省）の 500m

メッシュデータより著者作成．メッシュ境界データは e-Stat（総務省統計局）より入手可能である．
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図 4 富山市内における 1事業所当たり平均売場面積の地理的分布

注）「地理院タイル」(国土地理院，https://maps.gsi.go.jp/development/ichiran.html)を背

景に用いた著者作成の地図のスクリーンショット画像. 2014年商業統計調査（経済産業省）の 500m

メッシュデータより著者作成．一部のメッシュデータは秘匿されている．メッシュ境界データは

e-Stat（総務省統計局）より入手可能である．
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図 5 富山市内における 1事業所当たり平均小売業年間販売額の地理的分布

注）「地理院タイル」(国土地理院，https://maps.gsi.go.jp/development/ichiran.html)を背

景に用いた著者作成の地図のスクリーンショット画像. 2014年商業統計調査（経済産業省）の 500m

メッシュデータより著者作成．一部のメッシュデータは秘匿されている．メッシュ境界データは

e-Stat（総務省統計局）より入手可能である．
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図 6 富山市内における人口の地理分布

注）「地理院タイル」(国土地理院，https://maps.gsi.go.jp/development/ichiran.html)を背

景に用いた著者作成の地図のスクリーンショット画像. 2015 年国勢調査（総務省統計局）の 500m

メッシュ統計データより著者作成．メッシュ境界データおよびメッシュ統計データは e-Stat（総務省

統計局）より入手可能である．
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図 7 富山市内における人口増加率の地理分布

注）「地理院タイル」(国土地理院，https://maps.gsi.go.jp/development/ichiran.html)を

背景に用いた著者作成の地図のスクリーンショット画像. 2005 年，2015 年国勢調査（総務省統計

局）の 500m メッシュ統計データより著者作成．メッシュ境界データおよびメッシュ統計データは

e-Stat（総務省統計局）より入手可能である．
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図 8 周辺 3km内の立地環境変数の作成

注）「地理院タイル」(国土地理院，https://maps.gsi.go.jp/development/ichiran.html)を背

景に用いた著者作成の地図のスクリーンショット画像. e-Statから入手可能な第 3次メッシュに基づ

くメッシュ統計データ（総務省統計局）より事業所の周辺 3km内の人口および従業者数を計算して

いる．図では富山県庁のあるメッシュの重心を中心に半径 3km県内のメッシュを示している．居住

人口については国勢調査，従業者数については事業所・企業統計調査，経済センサス‐基礎調査およ

び経済センサス‐活動調査のデータに基づく．表 4のマッチング推定における変数，表 B.1におけ

る集積の経済に関する回帰分析の説明変数として使用している．
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